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Ⅰ 総 則 

 

1. 適 用 

当社が電気事業法第２条第１項第１号に定める電気を小売供給するときの電気料金その他の供給条件

は、この電気需給約款（以下「本需給約款」といいます。）によります。ただし、本需給約款は、電気事業

法第２条第１項第８号イに定める離島には適用いたしません。 

 

2. 電気需給約款の変更 

(1) 一般送配電事業者が定める託送供給等約款が改定された場合、法令・条例・規則等が改正された場合、

経済情勢の変更が生じた場合、電力システム改革（容量市場・需給調整市場等）に伴い小売電気事業者

である当社が容量拠出金・特別インバランス料金等特別な費用負担が発生した場合、その他当社が必要

と判断した場合には、当社は、本需給約款を変更することがあります。この場合、当社は、あらかじめ変更後

の本需給約款の内容およびその効力発生時期を書面（お客さまからのご要望がある場合に限ります。）およ

び当社所定のウェブサイト上に掲載する方法により周知することとします。当該周知が行われ、効力発生時

期が到来した場合には、電気料金その他の供給条件は、変更後の本需給約款によります。なお、本需給約

款の変更後も、本需給約款は当社所定のウェブサイトに掲載いたしますが、お客さまからご要望があった場

合、当社は、お客さまに対し、本需給約款の内容を記載した書面を交付いたします。 

(2) （１）の場合において（（3）に規定するときを除く）、電気事業法に基づくお客さまへの供給条件の説明につい

ては、説明を要する事項のうち当該変更をしようとする事項のみを説明すれば足りるものとします。 ただし、

お客さまからご要望があった場合、当社は、お客さまに対し説明を要する事項を省略せず説明いたします。 

(3) （１）の場合において、法令の制定又は改廃に伴い当然必要とされる形式的な変更その他の小売供給契約

の実質的な変更を伴わないときは、電気事業法に基づくお客さまへの供給条件の説明については、説明を

要する事項のうち当該変更をしようとする事項の概要のみを説明すれば足りるものとします。ただし、お客さま

からご要望があった場合、当社は、お客さまに対し、説明を要する事項を省略せず説明いたします。 

 

3. 定 義 

次の言葉は、本需給約款においてそれぞれ次の意味で使用いたします。 

(1) 特別高圧  

標準電圧２０，０００ボルト以上のものをいいます。 

(2) 高圧   

標準電圧６，０００ボルトをいいます。 

(3) 電灯  

白熱電灯、けい光灯、ネオン灯、水銀灯等の照明用電気機器（付属装置を含みます。）をいいます。 

(4) 小型機器  

主として住宅、店舗、事務所等において単相で使用される、電灯以外の低圧（標準電圧１００ボルトまた

は２００ボルトをいいます。）の電気機器をいいます。ただし、電圧の急激な電圧の変動等により他のお客

さまの電灯の使用を妨害し、または妨害するおそれがあり、電灯と併用できないものは除きます。 

(5) 動力  

電灯および小型機器以外の電気機器をいいます。 
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(6) 契約負荷設備  

契約上使用できる負荷設備をいいます。 

(7) 契約受電設備  

契約上使用できる受電設備であって、受電電圧と同位の電圧を１次側電圧とする変圧器およびその２

次側に施設される変圧器をいいます。 

(8) 小売電気事業者 

電気事業法に基づいて、小売電気事業を営むことについて経済産業大臣の登録を受けた者をいいます。

各区域において一般電気事業者であった小売電気事業者も含みます。 

(9) 小売供給契約 

小売電気事業者がお客さまと電気供給について締結する契約をいいます。 

(10) 契約電力  

契約上使用できる最大電力（キロワット）をいいます。 

(11) 契約使用期間  

契約上電気を使用できる期間をいいます。 

(12) 最大需要電力  

託送供給等約款に定める、３０分毎の需要電力の最大値であって、記録型計量器により計量される値をいい

ます。 

(13) 使用電力量  

お客さまが使用した電力量であり、一般送配電事業者が設置した計量器により供給電圧と同位の電圧

で計測された３０分ごとの値をいいます。 

(14) 給電指令  

お客さまの電気の使用について、一般送配電事業者が保安上、需給上または電気の品質維持の観点

から必要に応じて行う運用に関する指示をいいます。 

(15) 区域において一般電気事業者であった小売電気事業者 

北海道電力、東北電力、北陸電力、関西電力、中国電力、四国電力、九州電力、沖縄電力の各株式

会社の小売部門ならびに東京電力エナジーパートナー株式会社および中部電力ミライズ株式会社。 

(16) 一般送配電事業者 

お客さまの供給区域において託送供給等を行う事業者をいいます。 

(17) 貿易統計 

関税法に基づき公表される統計をいいます。 

(18) 消費税等相当額  

消費税法の規定により課される消費税及び地方税法の規定により課される地方消費税に相当する金額

をいいます。なお、料金には消費税相当額を含みます。 

(19) 託送供給等約款 

   一般送配電事業者が託送供給等を行うときの電気料金その他の供給条件を定めたものをいいます。 

(20) 分散検針 

一般送配電事業者の託送システムの負荷軽減を目的として、５００キロワット未満のお客さまを対象に

検針日を分散させて検針することをいいます。一般送配電事業者の検針区域毎に検針日ならびに計

量日を定めています。適用は一般送配電事業者によります。 
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(21) 付帯サービス 

   当社もしくは当社が提携または委託する会社により、ご提供させていただく無償の各種サービスをい

い、詳細については、当社のウェブサイトに掲載その他の方法によりご案内するものをいいます。なお、

当社が提携または委託する会社によるサービス提供の場合の提供条件は、当社もしくは当該提携また

は委託会社が定めるものとします。 

(22) 容量市場・需給調整市場 

国の電力システム改革に伴い新たに創設される市場です。詳細は経済産業省が公表している最新情

報を参照ください。 

(23) 容量拠出金 

容量市場にて、国全体で確保した必要な供給力への対価（容量確保契約金額）は、供給能力の確保

が求められている小売電気事業者と一般送配電事業者が費用負担することとなります。この費用を容

量拠出金と言います。詳細は電力広域的運営推進機構が公表している最新情報を参照ください。 

(24) MyRICOH 

当社の会員専用WEBサービスをいい、当社と電気需給契約を締結するお客様は、原則この会員にな

って頂くこととします。 

 

4. 単位及び端数処理 

本需給約款において料金その他を計算する場合の単位及びその端数処理は、次のとおりといたします。 

 (1) 契約電力、最大需要電力の単位は、１キロワット（kW）とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入

いたします。 

 (2) 使用電力量の単位は、１キロワット時（kWh）とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 (3) 力率の単位は、１パーセント（％）とし、その端数は小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

(4) 料金その他の計算における合計金額の単位は、１円とし、その端数は、切り捨てます。ただし、消費税等

相当額を加算して申し受ける場合、消費税が課される金額及び消費税等相当額の単位は、それぞれ１

円とし、その端数は、それぞれ切り捨てます。 

(5) 高圧で供給する場合で、18（高圧電力）（３）ロを適用した場合に算定された値が 0.5キロワット（kW）未

満となるときは、契約電力を１キロワット（kW）といたします。 

 

5. 実施細目等 

 (1) 本需給約款の実施上必要な細目事項は、そのつどお客さまと当社との協議によって定めます。 

 (2) 本需給約款に定めのない特別な事項は、そのつどお客さまと当社との協議によって定めます。 

 

 

Ⅱ 契約について 
 

6. 電気需給契約締結前の確認事項 

(1) お客さまが電気需給契約を希望される場合は、あらかじめ本需給約款および託送供給等約款における

需要者に関する事項を遵守し、当社と一般送配電事業者との間における接続供給契約の実施に必要

なお客さまの情報を、当社が一般送配電事業者に提供することを承諾したうえで当社所定の様式によ
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って申込みをしていただきます。 

(2) 契約に際しては、次の事項をあらかじめ協議させていただいた上で申込みをしていただきます。 

需要場所、契約種別、標準電圧、供給電気方式、標準周波数、契約電力、契約期間、需給開始希望

日、負荷設備、受電設備、業種、用途、発電設備 

なお、契約種別は、区域において一般電気事業者であった小売電気事業者の契約種別を参考に、お

客さまと当社で協議の上決定することといたします。また、契約電力については、１年間を通じての最大

の負荷を基準として、お客さまから申し出ていただきます。 

(3) 小売供給契約切替えの際には、現在の契約の解除が必要となり、契約解除条件によっては、違約金の

発生等、お客さまのご負担が生じることがありますので事前にご確認ください。 

(4) お客さまが保安等のために必要とされる電気については、託送供給等約款に定めるところにより、その

容量を明らかにしていただき、予備電力の申込みまたは保安用の発電設備の設置、蓄電池装置の設

置等必要な措置を講じていただきます｡また電圧または周波数の変動等によって損害を受けるおそれ

がある場合は、無停電電源装置の設置等必要な措置を講じていただきます｡ 

 

7. お客さまの遵守事項 

お客さまに当社が電気を供給する際は、一般送配電事業者の供給設備を使用いたします。それに伴

い、お客さまには、法令で定める技術要件、その他の法令等に従い、かつ一般送配電事業者の定める

託送供給約款等における需要者にかかわる事項及び託送供給等約款で定める技術要件を遵守し、一

般送配電事業者からの給電指令に従っていただきます。 

 

8. 電気需給契約の成立及び契約期間 

(1) 電気需給契約は、お客さまの契約の申込みに対して、当社が供給の意思表示を行ったときに成立いた

します。 

(2) 契約期間は、次によります。  

イ 電気需給契約締結日から、電気の需給開始日以降１年が経過する日までといたします。 

  但し、複数年契約の場合は、電気需給契約締結日から、電気の需給開始日以降その契約年数が経

過する日までといたします。なお、契約期間中に価格改定があった場合であっても契約期間は変更さ

れません。 

ロ 契約期間満了日の３ヶ月前に先立って、お客さままたは当社から別段の意思表示がない場合は、電気

需給契約は、契約期間満了後も１年ごとに同一条件で継続されるものといたします。 

  但し、複数年契約の場合は、契約期間満了日の３ヶ月前に先立って、お客さままたは当社から別段の

意思表示がない場合は、電気需給契約は、契約期間満了後もその契約年数が経過するごとに同一条

件で継続されるものといたします。 

ハ 契約期間満了日の３ヶ月前に先立って、お客さままたは当社から電気需給契約の継続、延長、更新を

しない旨の意思表示があった場合は、電気需給契約は、期間満了により終了いたします。 

 

9. 需要場所 

(1) 当社は、１構内または１建物を１需要場所といたします。 

なお、この場合において、構内とは、さく、へいその他の客観的な遮断物によって明確に区画された区
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域をいいます。また、建物とは、独立した建物をいいます。 

(2) 隣接する複数の構内の場合で、それぞれの構内において営む事業の相互の関連性が高いときは、(1)

にかかわらず、その隣接する複数の構内を１需要場所とすることがあります。 

(3) 対象建物が一般送配電事業者において１需要場所と定める場合は当社においても同様の取扱といたし

ます。 

 

10. 電気需給契約の単位 

当社は、お客さまの希望に応じて、１法人または１需要場所について、１電気需給契約を結びます。 

 

11. 供給の開始 

(1) 当社は、お客さまとの間で電気需給契約を締結したときには、お客さまと協議のうえ需給開始日を定

め、供給準備その他必要な手続きを経たのち、すみやかに電気を供給いたします。 

(2) お客さまの責に帰すべき理由により、当社との協議によって定めた供給開始日を延期する場合、お客さ

まには、供給開始がなされるまでの基本料金の５０パーセント相当額を負担していただきます。 

(3) 天候、用地事情等やむをえない理由によって、あらかじめ定めた供給開始日に電気を供給できないこと

が明らかになった場合には、当社からすみやかにその旨をお知らせし、あらためてお客さまと協議のうえ、

新たに供給開始日を定めて電気を供給いたします。 

12. 供給の単位市場環境 

当社は特別の事情がない限り、１電気需給契約につき１供給電気方式１引込み及び１計量をもって電気

を供給いたします。 

 

13. 電気需給契約締結可否の判断 

法令、市場環境、電気の需給状況、供給設備の状況、料金の支払状況その他によってやむをえない

場合には電気需給契約の申込みの全部、または一部をお断りすることがあります。 

 

14. 電気需給契約書の作成 

お客さまが希望される場合または当社が必要とする場合は、電気の需給に関する必要な事項について、

電気需給契約書を作成いたします。 

 

 

Ⅲ 料金及び契約種別 

15. 料 金 

料金は、別紙２（電力料金の算定）の基本料金、従量料金、ならびに再生可能エネルギー発電促進賦

課金の合計とします。ただし基本料金は、（３）（４）によって力率割引または割増しをしたものとし、従量

料金は別表１、２（燃料費等調整）の燃料費等調整額を加えたものといたします。また、再エネ電力メニ

ューにおける料金改定については別紙 3を参照ください。 

(1) 料金を算定するため、予定される最大需要電力、力率、年間使用電力量、月間使用電力量、最大及

び最小の日負荷電力量、休日予定日、その他当社が電力供給をする上で必要となる情報を予めお客
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さまから提出していただく場合があります。 

(2) 契約電力が５００キロワット以上のお客さまを協議制のお客さまといい、５００キロワット未満のお客さまを実

量制のお客さまといいますが、この協議制のお客さまの場合、契約電力、力率が当初契約と異なる場

合は、30（契約超過金）に定める金額をいただきます。また、事前にいただいた情報と各電力使用量が

著しく異なる場合は料金の変更を含め、別途、協議させて頂きます。 

(３) 需要場所の負荷の力率が、８５パーセントを上回る場合は、その上回る１パーセントにつき、基本料金を

１パーセント割引し、８５パーセントを下回る場合は、その下回る１パーセントにつき、基本料金を１パーセ

ント割増しいたします。なお、お客さまがまったく電気の供給を受けないその１月の力率は、８５パーセント

とみなします。 

(４) 当該月にまったく電力を使用しない場合、契約電力に基本単価を乗じて得た金額の５０パーセントとしま

す。力率割引は、なしとします。 

（5） 契約期間内にあっても、需要場所のある区域において一般電気事業者であった小売電気事業者なら

びに一般送配電事業者が同社の電気需給約款に定める料金等を改定した場合、社会的・経済的に 

当社に影響を及ぼす事象（発電用燃料の高騰、卸電力取引所の価格高騰等をいい、これに限られま

せん）が発生した場合、電力システム改革（容量市場・需給調整市場等）に伴い小売電気事業者であ

る当社が容量拠出金・インバランス料金等特別な費用負担が発生した場合、その他当社が必要と判

断した場合には、当社は当社所定の方法（MyRICOH、メール等）により、事前にお客さまに料金等をお

知らせしたうえで、当社の電気料金を改定できるものとします。また、当社が負担した容量拠出金につい

ては、お客様の契約電力、使用電力量のいずれかまたは両方に応じて負担を頂く場合があります。 

 

16. 契約種別 

契約種別は、次のとおりとします。また、種別ごとの詳細については、当社とお客さまとの協議により決定

させていただきます。 

契約種別 

特別高圧電力 

高圧電力 

予備電力 

 

17. 特別高圧電力 

(1) 適用範囲 

特別高圧で電気の供給を受けて、電灯もしくは小型機器を使用し、または電灯もしくは小型機器と動力と

を合わせて使用する需要で、契約電力が原則として２，０００キロワット以上であるものに適用いたします。 

(2) 供給電気方式、供給電圧及び周波数 

供給電気方式、供給電圧及び周波数は、託送供給等約款などの定めるところによるものといたします。 

(3) 契約電力 

契約電力は、使用する負荷設備および受電設備の内容、同一業種の負荷率、操業度等を基準とし

て、お客さまと当社の協議によって定めます。 

 

18. 高圧電力 

(1) 適用範囲 
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高圧で電気の供給を受けて、電灯もしくは小型機器を使用し、または電灯もしくは小型機器と動力とを

合わせて使用する需要で、契約電力が原則として２，０００キロワット未満であるものに適用いたします。 

(2) 供給電気方式、供給電圧及び周波数 

供給電気方式、供給電圧及び周波数は、託送供給等約款などの定めるところによるものといたします。 

(3) 契約電力 

イ 契約電力が 5００キロワット以上の（協議制のお客さま）場合 

契約電力は、使用する負荷設備および受電設備の内容、同一業種の負荷率、操業度等を基準とし

て、お客さまと当社の協議によって定めます。 

ロ 契約電力が 5００キロワット未満の（実量制のお客さま）場合 

各月の契約電力は、次の場合を除き、その１月の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうち、い

ずれか大きい値といたします。 

新たに電気の供給を受ける場合は、料金適用開始の日以降１２月の期間の各月の契約電力は、その

１月の最大需要電力と料金適用開始の日から前月までの最大需要電力のうち、いずれか大きい値と

いたします。 

(a) 契約受電設備を増加される場合で、増加された日を含む１月の増加された日以降の期間の最大

需要電力の値がその１月の増加された日の前日までの期間の最大需要電力と前１１月の最大需

要電力のうちいずれか大きい値を上回るときは、その１月の増加された日の前日までの期間の契

約電力は、その期間の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうちいずれか大きい値とし、そ

の１月の増加された日以降の期間の契約電力は、その期間の最大需要電力の値といたします。 

(b) 契約受電設備を減少される場合等で、１年を通じての最大需要電力が減少することが明らかなと

きは、減少された日を含む１月の減少された日の前日までの期間の契約電力は、その期間の最

大需要電力と前１１月の最大需要電力のうちいずれか大きい値とし、減少された日以降１２月の期

間の各月の契約電力（減少された日を含む１月の減少された日以降の期間については、その期

間の契約電力といたします。）は、契約負荷設備および契約受電設備の内容、同一業種の負荷

率等を基準として、お客さまと当社との協議によって定めた値といたします。ただし、減少された日

以降１２月の期間で、その１月の最大需要電力と減少された日から前月までの最大需要電力のう

ちいずれか大きい値がお客さまと当社との協議によって定めた値を上回る場合（減少された日を

含む１月の減少された日以降の期間については、その期間の最大需要電力の値がお客さまと当

社との協議によって定めた値を上回る場合といたします。）は、契約電力は、その上回る最大需要

電力の値といたします。 

 

19. 予備電力 

(1) 適用範囲 

常時供給設備等の補修または事故により生じた不足電力の補給にあてるため、予備電線路により電気

を受ける次の場合に適用いたします。 

イ 予備線 

常時供給変電所から常時供給電圧と同位の電圧で供給を受ける場合 

ロ 予備電源 

常時供給変電所以外の変電所から供給を受ける場合または常時供給変電所から常時供給電圧と異
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なった電圧で供給を受ける場合 

(2) 契約電力 

契約電力は、負荷の実情に応じてお客さまと当社との協議により定めます。 

(3) その他 

イ お客さまが希望される場合は、予備線による電気の供給と予備電源による電気の供給とをあわせて

受けることができます。 

ロ その他の事項については特に定めのある場合を除き、特別高圧電力または高圧電力に準ずるものと

いたします。 

 

 

20. 料金修正の個別協議 

次の各号に掲げる事情変更が生じた場合には、電気需給契約に定められた料金ならびに供給条件を

適当な水準に修正するため、当社はお客様に個別協議を申し入れるものとします。なお、協議不調と

当社が判断するとき、または当該個別協議申し入れ日から２月が経過したとき、これをもって協議を終

了し、当社およびお客様は電気需給契約終了の手続きを開始するものとします。ただし、協議終了から

電気需給契約終了までに猶予期間がある場合、当社はその間の料金を 15に基づき算出し、お客さま

に請求します。 

(1) 15.(5)の場合において、当社が協議を必要と判断した場合 

(2) お客さまの電気使用状況が電気需給契約成立時から乖離した場合 

(3) その他当社が必要と判断した場合 

 

 

Ⅳ 料金の算定及び支払い 

21. 料金の適用開始の時期 

料金は、供給準備着手前に需給開始延期の申入れがあった場合及びお客さまの責めとならない理由

によって需給が開始されない場合を除き、原則として電気需給契約書に記載された需給開始日から適

用いたします。 

 

22. 検 針 日 

検針は一般送配電事業者が行います。検針日は、実際に検針を行った日または検針を行ったとされる

日といたします。 

(1) 検針日は、原則として毎月１日とします。また、記録計量器により計量する場合は、電力計の値または最

大需要電力計の値が記録型計量器に記録される日（以下「計量日」といいます。）を検針日といたしま

す。 

(2) 契約電力が５００キロワット未満のお客さまで、分散検針が適用となる場合の検針日ならびに計量日は、

一般送配電事業者がそれぞれ定める日といたします。検針日における記録型計量器の読みは、計量

日に記録された値といたします。 

(3) 非常変災の場合等、やむをえない事情がある場合にはあらかじめ設定した日以外の日に検針するもの
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といたします。 

 

23. 料金の算定期間 

料金の算定期間は、原則として前月の計量日から当月の計量日の前日までの期間（以下「計量期間」

といいます。）といたします。ただし、電気の供給を開始し、または電気需給契約が終了した場合の料金

の算定期間は、開始時から直後の計量日の前日までの期間または直前の計量日から電気需給契約の

終了日の前日（特別の事情があって電気需給契約の終了日以降に計量値の確認を行った場合には、

同日）までの期間といたします。 

 

24. 使用電力量等の計量 

(1) 使用電力量の計量は、本条(4)の場合を除き、電力量計に記録された値の読みによるものとし、検針時

における電力量計の読み（電気需給契約が終了した場合は、原則として終了時における電力量計の読

みといたします｡）と前回検針時の読み（電力の供給を開始した場合は、原則として開始時における電力

量計の読みといたします｡）との差引により算定された使用電力量を、料金の算定期間の使用電力量と

いたします。なお、検針の結果は、すみやかにお客さまにお知らせいたします。機器の通信状態により、

使用量の詳細情報（３０分電力量など）に欠落がある場合は、翌月の請求においてこれを精算させてい

ただきます。 

(2) 最大需要電力の計量は、一般送配電事業者が設置した３０分最大需要電力計により行うものといたしま

す。料金計算までに計量値を取得できなかった場合は、直近の契約電力を料金の算定に用い、差異

がある場合は翌月の請求においてこれを精算させていただきます。 

(3) 力率の算定は、一般送配電事業者が設置した電力量計により行うものといたします。料金計算までに計

量値を取得できなかった場合は、力率100パーセントを料金の算定に用い、差異がある場合は翌月の

請求においてこれを精算させていただきます。 

(4) 当社または一般送配電事業者の計量器の故障等によって使用電力量または最大需要電力を正しく計

量できなかった場合には、料金の算定期間の使用電力量または最大需要電力は、お客さまと当社との

協議によって定めます。 

 

25. 料金の算定 

(1) 料金は、次の場合を除き、料金の算定期間を「１月」として算定いたします。 

イ 電気の供給を開始、再開、休止、もしくは停止し、または電気需給契約が終了した場合 

ロ 契約電力、供給電圧等を変更したことにより、料金に変更があった場合 

(2) 料金は、電気需給契約ごとに電気需給契約書、本需給約款及び別紙、別表に定めた料金を適用して

算定いたします。また算定後はすみやかにお客さまにその請求額を通知いたします。 

(3) (1)イ、ロの場合、基本料金に関しては日割計算とします。その算定方法は、基本料金額に日割計算対

象日数を乗じ、該当月の暦日数で除した金額とします。ここに、(1)イの場合において、日割計算対象日

数とは、電気の供給の開始日及び再開日を含み、停止日及び終了日を除くものといたします｡また、(1)

ロの場合には料金の変更があった日の前日までの日割計算対象につき変更前の基本料金を、変更日

以後の日割計算対象につき変更後の基本料金を適用いたします｡ 
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 【日割計算の基本算式】 

日割計算の基本算式は、次の通りといたします。 

(a)基本料金を日割りする場合 

 

          １月の該当料金 × 
 

※なお、上記算式に基づき算出された基本料金に対して、日割計算対象日数期間にかかる力率割
引および割増しを適用するものといたします。 

(b)日割計算に応じて従量料金ならびに再生可能エネルギー発電促進賦課金を算定する場合 

イ 25（料金の算定）(1)イの場合 

料金の算定期間の使用電力量により算定いたします。 

ロ 25（料金の算定）(1)ロの場合 

料金の算定期間の使用電力量を、料金に変更のあった日の前後の期間の日数にそれぞれの契

約電力を乗じた値の比率により区分して算定いたします。ただし、計量値を確認する場合は、そ

の値によります。 

 

(4) (1)イの場合の電力量については、料金の算定期間の使用電力量により算定し、(1)ロの場合の電力量に

ついては、料金の変更のあった日に確認した計量値により、その前後の期間に区分して算定いたしま

す｡ただし、当社にて使用電力量の計量が行えない場合または当社が計量した使用電力量と一般送

配電事業者が計量した使用電力量とに差異が生じた場合、一般送配電事業者が計量した使用電力

量を料金の算定期間の使用電力量といたします。 

 

26. 料金の支払義務ならびに支払期日 

(1) お客さまの料金の支払義務が発生する日は、次によります。 

イ 原則として検針日といたします。ただし、24（使用電力量等の計量）(4)の場合は、料金の算定期間の使

用電力量または最大需要電力が協議によって定められた日といたします。 

ロ 電気需給契約が終了した場合は、終了日といたします。ただし、特別の事情があって電気需給契約の

終了日以降に計量値の確認を行なった場合は、その日といたします。 

(2) 検針日が１日のお客さまの料金は、支払義務発生日（検針日）の当月２０日（以下、「支払期日」といいま

す。）にお客さまが指定する金融機関の該当口座から自動引き落としによりお支払いいただきます。な

お、支払期日の最終日が日曜日または休日に該当する場合は、それぞれ、その後の最初の営業日と

いたします｡ 

(3) 契約電力が５００キロワット未満のお客さまで、分散検針が適用となるお客さまの料金は、分散検針により

それぞれ異なる検針日の翌月２０日（以下、「支払期日」といいます。）にお客さまが指定する金融機関

の該当口座から自動引き落としによりお支払いいただきます。なお、支払期日の最終日が日曜日または

休日に該当する場合は、それぞれ、その後の最初の営業日といたします｡ 

(4) 当社は、お客さまから当社に支払われるべき月ごとの請求書を、あらかじめ申請していただいた連絡先

に当社所定の方法（MyRICOH、メール等）により、毎月５営業日頃までにお客さまにご提供いたします。 

 

27. 料金その他の支払方法 

日割計算対象日数 
 
該当月の暦日数 
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(1) 料金については毎月、その他についてはそのつど、お客さまが指定する金融機関の該当口座より自動

引き落しさせていただきます。また、26（料金の支払義務ならびに支払期日及び支払期限）(2)に定めた

期日に引き落しがなされたときに当社に対する支払いがなされたものといたします。なお、自動引き落と

しによる振込手数料は当社が負担いたします。 

(2) お客さまが指定する金融機関の該当口座より自動引き落しがなされなかった場合には、以下の対応と

なります。 

  イ 当社が指定する日までに、当社の指定する金融機関を通じてお振込みいただきます。なお、この場合、

お振込手数料はお客さまのご負担となります。  

ロ 当社は、支払期日の翌日から支払いの日までの期間の日数に応じて延滞利息をいただきます。 

(3) 延滞利息は、その算定の対象となる料金から消費税等相当額を差し引いた金額に年１０パーセントの割

合（閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合といたします。）を乗じて算定して得た金額と

いたします。なお、消費税等相当額の単位は、１円とし、その端数は切り捨てます。  

(4) 延滞利息は、原則として、お客さまが延滞利息の算定の対象となる料金を支払われた直後に支払義務

が発生する料金とあわせて支払っていただきます。  

(5) 当社は、支払額に過誤があることが判明した場合、その支払い過剰額または過少額を遅滞なくお客さま

にお知らせし、当社はお知らせした翌月の請求においてこれを精算させていただきます。 

(6) 料金は、支払義務の発生した順序で支払っていただきます。 

 

28. 保 証 金 

(1) 当社は、原則として供給の開始もしくは再開に先だって、または供給継続の条件として、予想月額料金

の３ヶ月分に相当する金額をこえない範囲で保証金を預けていただくことがあります。また、お客さまの

支払履歴や財務状況に変化が認められた場合には、追加で保証金を預けていただくことがあります。

予測月額料金の算定の基準となる使用電力量は、お客さまの負荷率、操業状況および同一業種の負

荷率等を勘案して算定いたします。 

(2) 当社は、電気需給契約が終了した場合または支払期限を経過してもなお料金を支払われなかった場

合には、保証金をお客さまの支払額に充当することがあります。 

(3) 電気需給契約が終了したときは、当社はすみやかにお客さまに保証金（保証金をお客さまの支払額に

充当したときはその残額）をお返しいたします。 

(4) 当社は、保証金について利息を付しません。 

 

 

Ⅴ 使用及び供給 

29. 適正契約の保持 

協議制のお客さまが、契約電力をこえて電気を使用される等お客さまとの電気需給契約が電気の使用

状態に比べて不適当と認められる場合には、すみやかに電気需給契約を適正なものに変更していただ

きます。 

 

30. 契約超過金 

(1) 協議制のお客さまが契約電力をこえて電気を使用された場合には、当社の責めとなる理由による場合
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を除き、当社は、契約超過電力に基本料金を乗じてえた金額をその１月の力率により割引または割増し

したものの１．５倍に相当する金額を契約超過金としていただきます。この場合、契約超過電力とは、そ

の１月の最大需要電力から契約電力を差し引いた値とします。 

(2) 契約超過金は、契約電力をこえて電気を使用された月の料金の支払期限内に支払っていただきます。 

(3) 契約電力の超過に伴い、当社と一般送配電事業者との間における接続供給契約に変更が生じた場合

は、当社とお客さまとの電気需給契約に定める料金を変更させていただきます。 

31. 力率の保持 

(1) 需要場所の負荷の力率は、原則として８５パーセント以上に保持していただきます。なお、軽負荷時には

進み力率とならないようにしていただきます。 

(2) 当社は、技術上必要がある場合には、進相用コンデンサの開閉をお客さまにお願いすることがありま

す。 

 

32. 需要場所への立入りによる業務の実施 

当社または一般送配電事業者は、次の業務を実施するため、お客さまの承諾を得てお客さまの土地ま

たは建物に立ち入らせていただくことがあります。この場合には、正当な理由がない限り、立ち入ること

及び業務を実施することを承諾していただきます。なお、お客さまのお求めに応じ、係員は、所定の証

明書を提示いたします。 

(1) 需給地点の計量器等需要場所内の電気工作物、電気機器その他の設備の設計、施工、改修または

検査 

(2) 54（保安等に対するお客さまの協力）(1)または(2)によって必要なお客さまの電気工作物、電気機器その

他の設備の検査等の業務 

(3) 不正な電気の使用を防止するために必要なお客さまの電気機器の試験、負荷設備、受電設備その他

電気工作物、電気機器その他の設備の確認もしくは検査または電気の使用用途の確認 

(4) 計量器の検針または計量値の確認 

(5) 34（供給の停止）、43（電気需給契約の終了にともなう処置）、48（解除及び期限の利益の喪失等）また

は54(保安等に対するお客さまの協力)により必要な処置 

(6) その他本需給約款によって、電気需給契約の成立、変更もしくは終了等に必要な業務または当社及び

一般送配電事業者の電気工作物、電気機器その他の設備にかかわる保安の確認に必要な業務 

 

33. 電気の使用にともなうお客さまの協力 

(1) お客さまの電気の使用が、次の原因で他のお客さまの電気の使用を妨害し、もしくは妨害するおそれが

ある場合、または当社もしくは他の電気事業者の電気工作物、電気機器その他の設備に支障を及ぼ

し、もしくは支障を及ぼすおそれがある場合（この場合の判定はその原因となる現象が最も著しいと認め

る地点で行います。）には、お客さまの負担で、必要な調整装置または保護装置を需要場所に施設す

るとともに、とくに必要がある場合には、供給設備を変更し、または専用供給設備を施設して、これにより

電気を使用していただきます。 

イ 負荷の特性によって各相間の負荷が著しく平衡を欠く場合 

ロ 負荷の特性によって電圧または周波数が著しく変動する場合 

ハ 負荷の特性によって波形に著しいひずみを生ずる場合 

ニ 著しい高周波または高調波を発生する場合 
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ホ その他イ、ロ、ハまたはニに準ずる場合 

(2) お客さまが発電設備を一般送配電事業者の供給設備に電気的に接続して使用される場合は、(1)に準

じて取り扱うとともに、お客さまは、一般送配電事業者の定める発電設備系統連系に関する取り決めに

準じていただきます。 

(3) 電気の供給の実施に伴い、当社及び一般送配電事業者が施設または所有する供給設備の工事及び

維持のために必要な用地等の確保等について協力していただきます。 

(4) 電気の供給の実施に伴い、必要に応じて当社指定の様式（週間電気使用計画書）に従い、１週間毎の

使用電力量の計画書を提出していただく場合があります。 

 

34. 供給の停止 

 (1) お客さまが次のいずれかに該当する場合には、一般送配電事業者は、託送供給等約款に基づき、電気の

供給の停止を行うことがあります。 

イ お客さまの責めとなる理由により生じた保安上の危険のため緊急を要する場合 

ロ お客さまの需要場所内の計量器もしくは電気工作物、電気機器その他の設備を故意に損傷し、または亡

失して、一般送配電事業者または当社に重大な損害を与えた場合 

ハ お客さまが電気需給契約終了後においても電気を使用した場合（その理由の如何は問いません） 

(２) お客さまが次のいずれかに該当し、当社がその旨を警告しても改めない場合には、一般送配電事業者

は、電気の供給の停止を行うことがあります。 

イ お客さまの責めとなる理由により保安上の危険がある場合 

ロ 電気工作物、電気機器その他の設備の改変等によって不正に電気を使用した場合 

ハ 32（需要場所への立入りによる業務の実施）に反して、当社または一般送配電事業者の係員の立入りに

よる業務の実施を正当な理由なく拒否された場合 

ニ 33（電気の使用にともなうお客さまの協力）によって必要となる措置を講じられない場合 

ホ 当社がお客さまに 29（適正契約の保持）に定める適正契約への変更及び適正な使用状態への改善を

求めた場合で、その修正に応じていただけない場合 

ヘ その他お客さまが本需給約款に反した場合。 

 

35. 供給停止の解除 

34（供給の停止）によって電気の供給を停止した場合で、お客さまがその理由となった事実を解消した

ときには、当社は、すみやかに電気の供給の再開を一般送配電事業者に依頼いたします。 

 

36. 供給停止期間中の料金 

34（供給の停止）によって電気の供給を停止した場合には、その停止期間中については、当社は基本

料金の５０パーセント相当額を 25（料金の算定）(3)(4)により停止期間中の日数につき日割り計算して算

定し、その額をお客さまよりいただきます。この場合、停止期間中の日数には電気の供給を停止した日

を含み、電気の供給を再開した日を含まないものといたします｡ 

 

37. 違 約 金 

(1) お客さまが34（供給の停止）(1)ハに該当した場合には、当社は、お客さまが支払うべき金額の３倍に相当
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する金額を、違約金としていただきます。また、お客さまが34（供給の停止）(2)ロに該当し、そのために料

金の全部または一部の支払いを免れた場合には、当社は、その免れた金額の３倍に相当する金額を、

違約金としていただきます。 

(2) (1)の免れた金額は、電気需給契約、本需給約款及び別紙、別表に定められた供給条件にもとづいて

算定された金額と、不正な使用方法にもとづいて算定された金額との差額といたします。 

(3) 不正に使用した期間が確認できないときは、一般送配電事業者が決定した期間といたします。 

(4) お客さまの責めとなる理由により、契約期間満了前に当社がお客さまとの電気需給契約を解除した場合には、

当社は違約金として解除日から契約期間満了日までの期間の契約基本料金の１．５倍に相当する金額をお客さ

まよりいただきます。なお、当該違約金は、損害賠償額の予定ではなく、当該違約金の額を超える損害が発生し

た場合には、当社は、お客さまに対し、当該損害額全額の賠償を請求できるものとします。 

 

38. 供給の中止または使用の制限もしくは中止 

(1) 当社は、次の場合には、供給時間中に電気の供給を中止、またはお客さまに電気の使用を制限し、もしくは中

止していただくことがあります。なお、この場合にも、当社は、原則として、電気の供給の中止期間または電気の

使用の制限・中止期間中の料金の減額は行いません。 

 イ 一般送配電事業者の電気工作物、電気機器その他の設備に故障、損傷、修繕、亡失、その他電気 

の需給上やむを得ない事態が生じ、または生ずるおそれがある場合 

ロ 一般送配電事業者の電気工作物の点検、修繕、変更その他の工事上やむをえない場合 

ハ 非常変災（天候、天災、伝染病、戦争、暴動、労働争議等不可抗力、その他 44(不可抗力による解

約)に定める場合を含む）の場合 

ニ その他電気の需給上または保安上必要がある場合 

(2) (1)の場合には、当社は、あらかじめわかっている場合はその旨をお客さまにお知らせいたします。ただし、

緊急やむをえない場合は、この限りではありません。 

 

39. 損害賠償の免責 

(1) あらかじめ定めた供給開始日に電気を供給できない場合、当社の責めに帰すべき事由によらないとき

は、当社は、お客さまの受けた損害について賠償の責任を負いません。 

(2) 38（供給の中止または使用の制限もしくは中止）(1)によって電気の供給が中止され、またはお客さまの電

気の使用が制限もしくは中止された場合には、当社はお客さまの受けた損害について賠償の責めを負

いません｡ 

(3) お客さまが 6(電気需給契約締結前の確認事項)(4)による措置を講じなかったことによって生じた損害に

ついては、当社はその賠償の責を負いません。 

(4) 34（供給の停止）によって電気の供給を停止した場合、45（中途解約）の定めに従い電気需給契約が解

約された場合、48（解除及び期限の利益の喪失等）、または期間満了によって電気需給契約が終了し

た場合には、当社はお客さまの受けた損害について賠償の責めを負いません｡ただし、当社の責となる

理由による場合は、この限りではありません。 

(5) 当社は、お客さまが漏電その他の事故により受けた損害について賠償の責めを負いません。ただし、当

社の責となる理由による場合は、この限りではありません｡ 

(6) 天候、天災、伝染病、戦争、暴動、労働争議等不可抗力によってお客さまもしくは当社が損害を受けた
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場合、または 4４(不可抗力による解約)にしたがって電気需給契約書が解約され、それに伴う損害を受

けた場合、当社及びお客さまはその損害について賠償の責めを負いません。 

(7) 当社は、一般送配電事業者の責めに帰すべき事由により被ったお客さまの損害につき、責任を負いま

せん。 

(8) 当社は、電気需給契約の申込みに関する、お客様の責に起因して生じた損害について責任を負いま

せん。 

(9) 当社は、以下の付帯サービスの利用によりお客さまに発生した以下の損害、または同付帯サービスを 

利用できなかったことによりお客さまに発生した以下の損害について、賠償責任を負いません。 

   イ）ピークアラートメールサービス 

お客さまのデマンド値増加に伴う電気料金の増加相当額 

   ロ）電力専用ポータルサイト 

お客さまのデマンド値増加に伴う電気料金の増加相当額及びお客さまの使用電力量増加に 

伴う電気料金の増加相当額 

   ハ）請求書ダウンロードサービス 

電気料金の支払いが遅延した場合の延滞利息額 

 

40. 設備の賠償 

お客さまが故意または過失によって、その需要場所内の当社もしくは一般送配電事業者の電気工作

物、電気機器その他の設備を損傷し、または亡失した場合は、その設備について次の金額を賠償して

いただきます。 

(1) 修理可能の場合 

修理費 

(2) 亡失または修理不可能の場合 

当社もしくは一般送配電事業者の電気工作物、電気機器その他の設備の帳簿価格と取替工事との合

計額 

 

 

    Ⅵ 契約の変更及び終了 

41. 電気需給契約の変更 

(1) 協議制のお客さまが希望される場合 

 イ.契約電力の減少 

協議制のお客さまは、本契約締結日以降、需給開始日または契約電力増加日から１年未満の期間内

には原則として契約電力を減少できません。ただし、お客さまと当社が合意した場合で、かつ、お客さま

が、以下の算定式により算出される精算金（①＋②）を支払う場合には、当該期間中であっても、契約

電力を減少できるものとします。また、お客さまが契約電力を減少された後に、契約電力を超過して電

気を使用されたときには、該当月以前の電気使用状況を判断して、当該契約電力が不適当と認められ

る場合には、当社は翌月からの契約電力を当該最大需要電力に変更できるものとします。 
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① {[契約電力の減少分 × 基本料金単価 × １．２ × (1.85 － 力率／100)]－ 

 （契約電力の減少分 × 基本料金単価 × (1.85 － 力率／100)}×需給開始日または契約電力増加

日から契約電力の減少の前日までの使用月数 

② ｛需給開始日または契約電力増加日から契約電力の減少の前日までの使用電力量 

 ×{（契約電力の減少分）÷（電力減少前の契約電力）}× 従量料金単価 × １．２｝－ 

 ｛需給開始日または契約電力増加日から契約電力の減少の前日までの使用電力量 × 

 {（契約電力の減少分）÷（電力減少前の契約電力）}× 従量料金単価｝ 

 

ロ. 契約電力の増加 

協議制のお客さまは、本契約締結日以降、契約電力を増加することが可能です。この場合、変更後の

契約電力は、使用する負荷設備および受電設備の内容、同一業種の負荷率、操業度等を基準とし

て、お客さまと当社の協議によって定めます。  

 ハ. お客さまが契約電力の増加または減少を希望する場合には、原則として変更希望日の３ヶ月前までに

当社にその旨を書面にて通知し、当社の書面での了承を得ていただきます。  

  

(2) 実量制のお客さまが希望される場合（契約電力の減少のみ） 

 イ.実量制のお客さまは、本契約締結日以降、受電設備の減設、エネルギーマネジメントシステムの導入

などにより一般送配電事業者が認めた場合のみ、契約電力を減少することが可能です。その場合の契

約電力は、その期間の最大需要電力と前１１月の最大需要電力のうちいずれか大きい値とし、減少され

た日以降１２月の期間の各月の契約電力（減少された日を含む１月の減少された日以降の期間につい

ては、その期間の契約電力といたします。）は、契約負荷設備および契約受電設備の内容、同一業種

の負荷率等を基準として、お客さまと当社との協議によって定めた値といたします。ただし、減少された

日以降１２月の期間で、その１月の最大需要電力と減少された日から前月までの最大需要電力のうちい

ずれか大きい値がお客さまと当社との協議によって定めた値を上回る場合（減少された日を含む１月の

減少された日以降の期間については、その期間の最大需要電力の値がお客さまと当社との協議によっ

て定めた値を上回る場合といたします。）は、契約電力は、その上回る最大需要電力の値といたしま

す。 

 ロ.お客さまが契約電力を減少された後に、契約電力を超過して電気を使用されたときには、該当月以前

の電気使用状況を判断して、当該契約電力が不適当と認められる場合には、当社は翌月からの契約

電力を当該最大需要電力に変更できるものとします。  

 ハ. お客さまが契約電力の減少を希望する場合には、原則として変更希望日の３ヶ月前までに当社にその

旨を書面にて通知し、当社の書面での了承を得ていただきます。 

 

(3) 実量制のお客さまの最大需要電力が５００キロワット以上となる場合  

 イ．実量制のお客さまの最大需要電力が５００キロワット以上となる場合は、協議制に移行することとします。

この場合、変更後の契約電力は、使用する負荷設備および受電設備の内容、同一業種の負荷率、操

業度等を基準として、お客さまと当社の協議によって定めます。  

 ロ. お客さまが契約電力の増加または減少を希望する場合には、原則として変更希望日の３ヶ月前までに

当社にその旨を書面にて通知し、当社の書面での了承を得ていただきます。 
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(4) (1)から(３)において、一般送配電事業者から請求があった場合は、46(需給開始後の電気需給契約の

終了変更に伴う料金の精算)が追加適用されます。  

(５) 契約電力の変更は、原則として月単位で実施いたします。ただし、双方が合意すればこの限りではあり

ません。 

  

42. 名義の変更 

（１） 新たなお客さまが、それまで電気の供給を受けていたお客さまの当社に対する電気の使用についての

すべての権利義務を受け継ぎ、引き続き電気の使用を希望される場合は、名義変更の手続きによるこ

とができます。この場合、お客さまと当社は、当社所定の様式にて電気需給契約の再締結をするものと

します。 

（２） 当社に登録されているお客さまの名義が、一般送配電事業者に登録されている名義と異なる場合、当

社は、当該一般送配電事業者に対し、登録名義の変更を依頼することがあります。  

 

43. 電気需給契約の終了にともなう処置 

(1) 当社は、原則として、電気需給契約の終了日に、供給設備またはお客さまの電気設備において、供給

を終了させるための適当な処置を行ないます。なお、この場合には、必要に応じてお客さまに協力をし

ていただきます。 

(2) 当社の責めとならない理由により需給を終了させるための処置ができない場合は、需給を終了させるた

めの処置が可能となった日に行うものとします。 

 

44. 不可抗力による解約 

お客さま及び当社は、以下に定める不可抗力を原因として、契約を履行できない場合、お客さままたは

当社は、電気需給契約の一部または全部を解約することができるものとします。 

イ 地震等の天災地変が起きた場合 

ロ 戦争、暴動、内乱等、平時の社会生活の営みを困難にする非常事態が生じた場合 

 

45. 中途解約 

(1) 協議制/実量制 

お客さま及び当社は、44(不可抗力による解約)に基づく解約の場合を除き、電気需給契約締結日以

降、契約期間中（電気需給開始日から１年経過後（但し、複数年契約の場合はその契約年数経過後）

に電気需給契約が自動継続された場合も含みます）に電気需給契約を解約できないものとします。た

だし、お客さまは、当社に対し、（2）に基づき計算された中途解約金を支払う場合には、当該契約期間

中であっても、解約日の３ヶ月前までに、当社に対し、書面による解約意思を通知することにより電気需

給契約を解約できるものとします。 

なお、実量制の場合、お客さまが当社に書面による解約意思を通知せずに他の小売電気事業者に需

給契約の申込みを行ったことによって、電力広域的運営推進機関から当社に解約期日の通知がなさ

れた場合、当該通知をもってお客さまの解約意思表示とみなすものとします。 

(2) 中途解約金の算定方法 

（１）の場合において、お客さまは、契約期間中であっても、当社に対し以下の算定式により算出される中
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途解約金（①＋②）を支払うことにより、電気需給契約を解約することができるものとします。 

 

① ： [契約電力 × （１月当たりの中途解約時基準単価 － １月当たりの基本料金単価（販売価格））× 

       契約期間の利用期間（月） × 0.85（力率相当）]  

② ： [契約電力 × １月当たりの基本料金単価（販売価格）× 契約期間の残余期間（月） × 0.85（力率 

  相当）]× (1 ÷ 契約年数） 

 

中途解約時基準単価が基本料金単価（販売価格）を下回る場合は、②のみで算出します。 

中途解約時基準単価は、別表３-1、３-２に記載のとおりとします。 

 

上記算定で使用する基本料金単価（販売価格）は以下とします。 

①契約期間中に販売価格の変更があった場合には、契約期間の利用期間（月）毎の実際に請求した

基本料金単価とする。 

②は解約申込時点の契約基本料金単価とする。 

 

  (3) (1)に基づき中途解約されるお客さまは、中途解約金の支払いの有無とは別に、46（需給開始後の電気

需給契約の終了変更に伴う料金の精算）、47（需給開始後の電気需給契約の終了変更に伴う工事費

の精算）に基づき精算金をお支払いいただく場合があります。 

(4)当社の電気供給事業の環境変化（電気需給契約に適用される法令や制度等の変更、発電用燃料の

高騰、卸電力取引所の価格高騰、地政学リスク等をいい、これらに限られません）により、当社として事

業継続が困難と判断した場合は、当社は、お客さまに解約予定日の３か月前までに通知を行った上

で、電気需給契約を解約することができるものとします。 

 

46. 需給開始後の電気需給契約の終了変更に伴う料金の精算 

お客さまが電力の使用を開始され、その後電気需給契約が終了する場合もしくはお客さまが契約電力

を減少しようとされる場合、または契約電力を増加された後に、電気需給契約が終了する場合もしくは

お客さまが契約電力を減少しようとされる場合において、当社がお客さまに電気を供給するための一般

送配電事業者との間の接続供給契約に基づいて一般送配電事業者から料金の精算を求められる場

合には、当社はその精算金をお客さまよりいただきます｡ 

 

47. 需給開始後の電気需給契約の終了変更に伴う工事費の精算 

お客さまが電気の使用を開始され、その後契約電力の変更または電気需給契約が終了する場合に、

当社がお客さまに電気を供給するための一般送配電事業者との間の接続供給契約に基づいて一般送

配電事業者から工事費の精算を求められる場合には、当社はその精算金をお客さまよりいただきます｡ 

 

48. 解除及び期限の利益の喪失等 

(１) お客さまが次のいずれかに該当する場合には、当社は、お客さまに解除予定日の通知を行った上で、電

気需給契約を解除することができるものとします。 

イ お客さまが料金の支払期日を経過してなお支払われない場合 

ロ お客さまが本需給約款によって支払いを要することとなった料金以外の債務（保証金、契約超過金、



電気需給約款［高圧］（2025年 5月 2日改定） 

 

23 

違約金、その他本需給約款から生ずる金銭債務をいいます。）を支払わない場合 

(２) お客さまが次のいずれかに該当する場合には、当社は、お客さまに何ら催告等の手続を要せず、電気需

給契約を解除することができます。 

イ お客さまが、振り出し、もしくは引き受けた手形または振り出した小切手が不渡りとなり、銀行取引停止

処分を受けた場合｡ 

ロ お客さまが、破産、民事再生、会社更生、特別清算及びこれらに類する法的申請の申立を受け、ま

たは自ら申立を行った場合お客さまが、強制執行または担保権の実行としての競売の申立を受け

た場合 

ハ お客さまが公租公課の滞納処分を受けた場合 

ニ お客さまが 45（中途解約）(1)による通知をされないで、需要場所から移転された場合 

 (3) 当社が、(1)または(2)に基づき、お客さまとの電気需給契約を解除した場合、お客さまは、当社に対して負

担する一切の債務につき期限の利益を失うものとし、また、当社がお客さまに対し債務を負担するとき

は、債権・債務の種類、弁済期の到来の有無に関わらず、任意にお客さまに対する債権と相殺できるもの

とします。 

 

49. 電気需給契約終了後の債権債務関係 

電気需給契約期間中の料金その他の債権債務は、電気需給契約の終了によっては消滅いたしません。 

 

 

Ⅶ 工事及び工事費の負担金 

50. 供給設備の変更ならびに工事費負担 

お客さまが新たに電気を使用し、または契約電力を増加される場合等で、これに伴い新たに施設され

る配電設備もしくは特別供給設備、またはお客さまの希望によって供給設備を変更する場合には、あら

かじめその旨を当社へ書面により申し出ていただきます。それにより当社が接続供給契約に基づいて一

般送配電事業者より工事費の負担を求められる場合には、当社は、お客さまよりその負担金をいただき

ます｡ 

 

51. 需給開始に至らないで電気需給契約を終了または変更される場合の費用の申受け 

供給設備の一部または全部を施設したあと、お客さまの都合によって需給開始に至らないで電気需給

契約を終了または変更される場合は、一般送配電事業者から請求された費用をお客さまに支払ってい

ただきます。なお、この場合には、実際に供給設備の工事を行わなかったときであっても、測量監督等

に費用を要したときは、その実費を支払っていただきます。 

 

52. 計量器等の取付け 

(1) 料金の算定上必要な計量器（電力計等をいいます。）、その付属装置（計量器箱、変成器、変成器箱

及び変成器の２次配線及び計量情報を伝送する為の通信装置等をいいます。）及び区分装置（力率

測定時間を区分する装置等をいいます。）は、原則として一般送配電事業者の所有とし、一般送配電

事業者の負担で取り付けます。ただし、変成器の２次配線等でとくに必要最低限以上の費用を要するも



電気需給約款［高圧］（2025年 5月 2日改定） 

 

24 

のについては、お客さまの所有とし、お客さまの負担で取り付けていただくことがあります。 

(2) 計量器、その付属装置及び区分装置の取り付け位置は、適正な計量ができ、かつ、検針、検査並びに

取付け及び取外し工事が容易な場所とし、お客さまと当社または一般送配電事業者との協議によって

定めます。 

(3) 計量器、その付属装置及び区分装置の取り付け場所はお客さまから無償で提供していただきます。ま

た、(1)によりお客さまが施設した設備については、当社及び一般送配電事業者が無償で使用できるも

のといたします。 

(4) お客さまの希望によって計量器、その付属装置または区分装置の取り付け位置を変更する場合には、

当社または一般送配電事業者は、実費に消費税等相当額を加えた金額をいただきます。 

(5) お客さまが契約電力を変更される場合で、これに伴い新たに受電電力量の計量に必要な計量器、その

付属装置、及び区分装置を取り付けるときは、当社または一般送配電事業者はその工事費の全額に

消費税等相当額を加えた金額を工事費負担金としてお客さまにいただきます｡ 

 

 

Ⅷ 保 安 

53. 保安の責任 

需給地点に至るまでの供給設備ならびに計量器等需要場所内の一般送配電事業者の電気工作物、

電気機器その他の設備について、一般送配電事業者が保安の責任を負います。 

 

54. 保安等に対するお客さまの協力 

(1) 次の場合には、お客さまからすみやかにその旨を当社及び一般送配電事業者に通知していただきま

す。この場合には、当社及び一般送配電事業者は、各々の責任区分に応じて、ただちに適当な処置を

いたします。 

イ お客さまが、引込線、計量器等その需要場所内の一般送配電事業者の電気工作物、電気機器その

他の設備に異状もしくは故障があり、または異状もしくは故障が生ずるおそれがあると認めた場合 

ロ お客さまが、お客さまの電気工作物、電気機器その他の設備に異状もしくは故障があり、または異状もし

くは故障が生ずるおそれがあり、それが一般送配電事業者の計量器、電気工作物、電気機器その他の

設備に影響を及ぼすおそれがあると認めた場合 

(2) お客さまが一般送配電事業者の計量器等の電気工作物、電気機器その他の設備に直接影響を及ぼ

すような物件の設置、変更または修繕工事をされる場合、当社及び一般送配電事業者に事前に通知

していただき協議させていただきます。なお、保安上緊急に変更または修繕工事をされた場合には、そ

の内容を直ちに当社及び一般送配電事業者に通知していただきます。これらの場合において、保安上

とくに必要があるときには、当社または一般送配電事業者がお客さまにその内容を変更していただくこと

があります。 

(3) お客さまには、当社が電気を供給することを、お客さまが選任する電気主任技術者に通知していただき

ます。また、電気主任技術者に交代があった場合には、すみやかに当社に申し出ていただきます。 
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    Ⅸ そ の 他 

55. 権利・義務の譲渡等の禁止 

お客さまは、書面による当社の承諾を得た場合を除き、電気需給契約に関する契約上の地位または権

利・義務の全部又は一部を第三者に譲渡し、または担保に供してはならないものとします。 

 

56. 準拠法 

本需給約款に関する権利義務は、日本法に準拠し、これにしたがって解釈されるものとします。 

57. 管轄裁判所 

お客さまとの電気需給契約に関する一切の紛争については東京地方裁判所をもって第１審の専属的合

意管轄裁判所とします。  

 

58. 守秘義務 

お客さま及び当社は、電気需給契約（電気需給契約に付随された附則または覚書がある場合、それを

含む）の存在及び内容に関しては、契約単価などの契約条件が記載された書類の一切を含めてこれら

の情報を、電気需給契約の締結にかかわる相手方の書面による事前承諾なしに第三者に開示しない

ものとします。ただし、電気需給契約の履行に関連して一般送配電事業者に開示が必要な情報、及び

法令上の根拠または公的機関からの正当な権限・目的による開示要請がある場合における開示情報

は、守秘義務規定から除外するものとします。 

59. 反社会的勢力の排除 

(1) お客さま及び当社は、相手方に対して、自ら暴力団、暴力団員、暴力団構成員、総会屋、社会運動等

標榜ゴロ、特殊知能暴力集団、その他これに準じる反社会的勢力（以下「反社会的勢力等」という）で

はなく、また反社会的勢力等が経営に実質的に関与している法人でないことを表明し、かつ将来にわ

たっても該当しないことを確約します。お客さま及び当社は、相手方が前項に違反し、または相手方が

次の各号のいずれかに該当したときは、何ら催告することなしに電気需給契約を解除することができる

ものとします。 

イ 相手方または相手方の関係者が反社会的勢力等であると認められるとき。 

ロ 相手方が、反社会的勢力等が経営に実質的に関与している法人等であると認められるとき。 

(2) お客さままたは当社が前項に基づき電気需給契約を解除した場合、解除により被った損害の賠償を相

手方に対して請求できるものとします。 

 

60. 消費税及び地方消費税の税率変更の際の措置 

電気需給契約おける消費税相当額の金額は、法令の改正により消費税及び地方消費税の税率が改

定された場合、電気需給契約の有効期間内であっても、改正法令施行日以降は新たな税率に基づい

て算出した金額に改めるものとします。この場合、消費税等相当額を含めて表示された料金単価等に

ついても、改定後の税率に基づいて新たに算出された消費税等相当額を含む金額に改めるものとしま

す。 
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別紙１ 本契約における定義その他定める事項 

１．本契約における定義を以下の通りとします。 

（１）休日等      日曜日、「国民の祝日に関する法律」に規定する休日、1月 2日・3日、4月 30日、5月 1日・2日、 

12月 30日・31日を休日等とします。 

（２）夏季  毎年 7月 1日から 9月 30日までの期間をいいます。 

（３）その他季    毎年 10月 1日から翌年の 6月 30日までの期間をいいます。 

（4）平日      休日等に定める日を除く日とします。 

（5）契約電力 

①契約電力が５００キロワット未満の場合 その 1月の最大需要電力と前 11月の最大需要電力のうち、いずれか大きい値とします。 

②契約電力が５００キロワット以上の場合 お客さまと当社で協議の上、決めさせて頂きます。 

            

別紙２ 電力料金の算定 
１．料金は、基本料金、従量料金、ならびに再生可能エネルギー発電促進賦課金の合計とします（但し、本契約締結後に新たに

法律等により付加ないし賦課される料金（名称が変更された料金も含む）が発生した場合は、その料金を含むものとします）。 

 

（１）基本料金 

基本料金は、以下の算式により算定される金額といたします。基本料金単価は、契約種別に応じ、契約書に記載の通りと

いたします。ただし、（３）によって力率割引または割増しをする場合は、力率割引または割増しをしたものとします。 

 

 基本料金 ＝ 契約電力 × 基本料金単価 × ( 1.85 － 力率／100 )  

 

ただし、当該月にまったく電気を使用されない場合（予備電力によって電気を使用された場合を除きます。）、以下の式

により算定される金額といたします。 

 

  基本料金 ＝ 契約電力 × 基本料金単価 × 0.5  

 

（２）従量料金 

従量料金は、以下の算式により算定される金額といたします。従量料金単価は、契約種別に応じ、契約書に記載の通りと

し、その 1月の使用電力量によって算定します。ただし、別表 1、2（燃料費等調整）によって算定された燃料費等調整額を

差し引き、もしくは燃料費等調整額を加えたものといたします。 

 

従量料金 ＝ 使用電力量 × （従量料金単価 ＋ 燃料費等調整単価） 

 

（３）力率割引及び割増し 

イ．力率は、その 1月のうち毎日午前 8時から午後 10時までの時間における平均力率（瞬間力率が進み力率となる場合に

は、その瞬間力率は１００パーセントとします。）とします。この場合の平均力率は、別紙４（平均力率の算定式）により算定し

ます。 

ロ． 力率が、85パーセントを上回る場合は、その上回る 1パーセントにつき、基本料金を 1パーセント割引し、85パーセント

を下回る場合は、その下回る 1パーセントにつき、基本料金を 1パーセント割増しします。 

 

（４）再生可能エネルギー発電促進賦課金 

イ．再生可能エネルギー発電促進賦課金単価は、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

（以下、「再エネ特措法」といいます。）第３６条第２項に定める納付金単価に相当する金額とし、再エネ特措法第３２条第２

項の規定に基づき納付金単価を定める告示（以下「納付金単価を定める告示」といいます。）により定めます。 

ロ．再生可能エネルギー発電促進賦課金は、以下の算式により算定される金額といたします。その 1月の使用電力量に(4)イ

に定める再生可能エネルギー発電促進賦課金単価を適用して算定します。なお、再生可能エネルギー発電促進賦課

金の単位は 1円とし、その端数は切り捨てます。また、予備電力の再生可能エネルギー発電促進賦課金は、常時供給

分の再生可能エネルギー発電促進賦課金とあわせて算定します。 

 

 再生可能エネルギー発電促進賦課金 ＝ 使用電力量 × 再生可能エネルギー発電促進賦課金単価 
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ハ． お客さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第 3７条第１項の規定により認定を受けた場合で、お客さまから当

社にその旨を申し出ていただいたときの再生可能エネルギー発電促進賦課金は、次のとおりといたします。お客さまから

の申出の直後の４月の検針日から翌年の４月の検針日（お客さまの事業所が再生可能エネルギー特別措置法第 3７条

第５項または第６項の規定により認定を取り消された場合は、その直後の検針日といたします。）の前日までの期間に当該

事業所で使用される電気に係る再生可能エネルギー発電促進賦課金は、イにかかわらず、イによって再生可能エネルギ

ー発電促進賦課金として算定された金額から、再生可能エネルギー特別措置法第 3７条第 3項第 1号によって算定さ

れた金額に同項第 2号に規定する政令で定める割合として電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する

特別措置法施行令に定める割合を乗じてえた金額（以下「減免額」といいます。）を差し引いたものといたします。なお、

減免額の単位は、１円とし、その端数は、切り捨てます。 

  
2．予備電力 

料金は、基本料金及び従量料金の合計といたします。 

（１）基本料金 

基本料金は、電気の使用の有無に関わらず、契約書に記載の通りといたします。 

なお、基本料金は、力率割引及び割増しはいたしません。また、常時供給分の力率割引及び割増しの適用上、予備電力

によって使用した電気は、原則として常時供給分によって使用した電気とみなします。 

 

 予備電力の基本料金 ＝ 予備電力の契約電力 × 予備電力の基本料金単価  

 

（２）従量料金 

従量料金は、その 1月の使用電力量によって算定し、常時供給分の料金を適用し、常時供給分と合わせて算定いたしま

す。ただし、別表 1、2（燃料費等調整）によって算定された燃料費等調整額を差し引き、もしくは燃料費等調整額を加えた

ものといたします。 

 

従量料金 ＝ 使用電力量 × （従量料金単価 ＋ 燃料費等調整単価） 

 

 

別紙３ 再エネ電力メニュー（再エネ１００スタンダード V2、RE100スタンダード、RE100スタンダード V

2）の料金改定について 

１．料金の改定 

(1)RE100スタンダード 

RE100スタンダードについて、非化石証書の調達価格に変動があった場合は電力料金を改定するものとします。改定情

報は弊社ポータルサイト（MyRICOH）で毎年7月を目途にお知らせします。 

 

RE100スタンダードは以下のとおり、料金改定を行います。 

・RE100スタンダードに利用する当社が当該年度に約定した非化石証書の約定価格加重平均単価※が、当該年度の基

準単価に対して変動した場合、その変動分を翌年度の10月請求分より従量料金単価に適用します。なお、当該年度の

約定価格加重平均単価は翌年度の基準単価とします。（基準単価見直しの考え方（例）を参照） 

・約定価格加重平均単価は、当該年度の入札回毎における当社の非化石証書の約定価格及び約定量に基づき加重

平均（小数点以下第三位を四捨五入）を算出して適用する。 

※RE100スタンダードはFIT非化石証書の約定単価を参照します。  
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＜基準単価見直しの考え方（例）＞ 

  

    例：① 24年度従量料金単価24.0円が24年度約定価格加重平均単価の値上り（＋0.4円）により、25年度10月請求分より従量料金単価が 

24.4円になった場合（25年度基準単価は0.8円） 

        ② 25年度従量料金単価24.4円が25年度約定価格加重平均単価の値下り（▲0.2円）により、26年度10月請求分より従量料金単価が 

24.2円になった場合（26年度基準単価は0.6円） 

 

(2)再エネスタンダード１００V2、RE100スタンダードV2 

再エネスタンダード１００V2、RE100スタンダードV2は「非化石証書価格」、「市場価格」が変動して、基準単価を上回った

場合に「燃料費等調整単価」に上乗せする料金改定を行います。改定情報は弊社ポータルサイト（MyRICOH）でお知ら

せします。 

 

① 非化石証書価格の変動時 

・再エネスタンダード１００V2、RE100スタンダードV2 に利用する非化石証書の約定単価に手数料0.01円と消費税を加え

たもの（小数点以下第三位を四捨五入）が基準単価を上回った場合、その差額を高騰時の非化石証書価格調整項

単価をとして燃料費等調整単価に上乗せ致します。 

※再エネスタンダード１００V2は非FIT非化石証書の約定単価を参照します。RE100スタンダードV2はFIT非化石証書の

約定単価を参照します。 

 

高騰時の非化石証書価格調整単価は、以下の算式により算定される値とします。 

高騰時の非化石証書価格調整単価 ＝ （（約定単価＋0.01）×1.1） ※－ 基準単価 

※小数点以下第三位を四捨五入 

 

   イ．基準単価 

     すべてのエリア 

基準単価 

（１キロワット時につき） 
0.67 円 

 

 ロ．適用期間 

非化石価値取引市場スケジュール 燃料費等調整単価適用期間 

毎年 2 月 その年の 3 月～5 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 その年の 6 月～8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 その年の 9 月～11 月供給分の料金に係る計量期間等 
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毎年 11 月 その年の１２月～翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

② 市場価格の変動時 

・再エネスタンダード１００V2、RE100スタンダードV2について、一般社団法人日本卸電力取引所のスポット市場における

市場価格により算定される加重平均市場単価が高騰時市場基準単価を上回った場合、燃料費等調整単価に高騰時の

市場価格調整項単価を上乗せ致します。 

高騰時の市場価格調整単価は、以下の算式により算定される値とします。 

高騰時の市場価格調整項単価  ＝ （加重平均市場単価 － 高騰時市場基準単価） ×  調整係数 

 

   イ．加重平均市場単価 

    一般社団法人日本卸電力取引所のスポット市場における、各平均市場価格算定期間（毎月１５日から翌月１４日 

    までの期間）に係る各電力エリアにおけるエリアプライスに対し、同エリアの同期間における当社供給量全体の 

実績（速報値）を加重平均した単価に消費税相当額を加えたものとします。 

なお、加重平均市場単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第一位で四捨五入します。 

 

   ロ．高騰時市場基準単価 

     北海道電力ネットワーク管内 東北電力ネットワーク管内 東京電力パワーグリッド管内 

高騰時市場基準単価 

（１キロワット時につき） 
18.24 円 22.39 円 17.22 円 

 

     中部電力パワーグリッド管内 北陸電力送配電管内 関西電力送配電管内 

高騰時市場基準単価 

（１キロワット時につき） 
20.37 円 33.00 円 15.82 円 

 

     中国電力ネットワーク管内 四国電力送配電管内 九州電力送配電管内 

高騰時市場基準単価 

（１キロワット時につき） 
21.81 円 21.00 円 15.00 円 

※上記高騰時市場基準単価は消費税等相当額（10%）を含みます。 

 

   ハ．調整係数 

     北海道電力ネットワーク管内 東北電力ネットワーク管内 東京電力パワーグリッド管内 

調整係数 0.771 0.854 0.683 

 

     中部電力パワーグリッド管内 北陸電力送配電管内 関西電力送配電管内 

調整係数 0.897 0.851 0.708 

 

     中国電力ネットワーク管内 四国電力送配電管内 九州電力送配電管内 

調整係数 0.838 1.000 0.716 

 

   二．適用期間 

加重平均市場単価算定期間（高騰時の市場価格調整項単価） 燃料費等調整単価適用期間 

毎年５月 15 日から６月 14 日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年６月 15 日から７月 14 日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年７月 15 日から８月 14 日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 



電気需給約款［高圧］（2025年 5月 2日改定） 

 

30 

毎年８月 15 日から９月 14 日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年９月 15 日から 10 月 14 日までの期間 その年の 10 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10 月 15 日から 11月 14 日までの期間 その年の 11 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11 月 15 日から 12月 14 日までの期間 その年の 12 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 15 日から翌年の１月 14 日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年１月 15 日から２月 14 日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年２月 15 日から３月 14 日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年３月 15 日から４月 14 日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年４月 15 日から５月 14 日までの期間 翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

 

２．免責 

当社は市場流通する非化石証書の不足に伴い、再エネ電力を供給できない場合があります。この場合において、お客様

が損害を被ったとしても、当社に故意または重大な過失がある場合を除き、当社はお客様の受けた損害について賠償の

責を負いません。 

 

 

別紙４ 平均力率の算定式 
（１）平均力率の算定式は、次の通りとします。ただし、有効電力量の値が零となる場合の平均力率は、85パーセントとみなしま

す。 

 

       

 

（２）平均力率の単位は、1パーセントとし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入します。 

（３）有効電力量及び無効電力量の単位は、それぞれキロワット時、キロバール時とし、その端数は小数点以下第 1位で四捨五

入します。 

また、平均力率の算定において√（有効電力量）
２
＋（無効電力量）

２
 の計算によって得た値については、小数点以下第 1

位で四捨五入することにより小数点以下の端数を処理するものとします。 

 

 

  

平均力率＝ 
有効電力量

√（有効電力量）
2
+（無効電力量）

2
  × １００ 
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別紙 5 EMSセットメニュー（再エネスタンダード１００V2キ e）について 
（１） 適用条件 

本メニューは、本電気需給契約の締結と同時に、本契約の需要場所に当社指定の EMS（エネルギーマネジメントシステ

ム）を導入いただくことが条件となります 

 

イ 当社指定の EMSは以下といたします。  

     株式会社ドッドウエル・ビーエムエス 「Ai-Glies Pro」 「Ai-Glies 50」 

     株式会社リコー 「Smart MES」 

 

（２） その他 

本メニュー契約締結後、お客様のご要望に応じて一般送配電事業者へ契約電力変更（減設・減少）申請手続きを実施す

る場合がありますが、承認までをお約束するものではありません。また、協議制のお客様においては、契約電力変更（減

設・減少）申請において、精算金が発生する場合があります。さらにその後、契約電力が超過した場合は契約超過金の精

算、並びに契約電力の再協議を実施させていただきます。 

なお、以下の場合においては契約電力変更（減設・減少）申請の対象外とさせていただきます。 

 

イ 対象の EMSシステムが以下の場合  

    株式会社リコー 「Smart MES」 

ロ その他電力の使用状況等でデマンド抑制効果が得られない等、当社が対象外と判断した場合 
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別表１－１ 燃料費等調整（市場価格調整項を含まないエリア） 
※２０２４年７月２４日以前にリリースしたメニューに適用されます。 
 
＜対象エリア＞ 

関西電力送配電管内／四国電力送配電管内／九州電力送配電管内の契約 

 

（１）燃料費等調整額の算定 

 

イ．平均燃料価格 

原油換算値 1キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量及び価額の値にもとづき、次の算式によ

って算定された値とします。なお、平均燃料価格は、100円単位とし、100円未満の端数は、10円の位で四捨五入しま

す。 

平均燃料価格＝A×α＋B×β＋C×γ 

A=各四半期における 1キロリットル当たりの平均原油価格   B=各四半期における 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格 

C=各四半期における 1 トン当たりの平均石炭価格  

なお、各平均燃料価格算定期間における 1キロリットル当たりの平均原油価格、1 トン当たりの平均液化天然ガス価格

及び 1 トン当たりの平均石炭価格の単位は 1円とし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入します。 

α、β、γは（３）に定める係数とします。 

 

ロ．燃料費等調整単価 

燃料費等調整単価は、契約種別毎に次の算式によって算定された値とします。なお、燃料費等調整単価の単位は、1

銭とし、その端数は、小数点以下第一位で四捨五入します。 

 

(ⅰ)  1キロリットル当たりの平均燃料価格が基準燃料価格を下回る場合 

 

                    基準単価 

                                                     1,000  

 
(ⅱ)  1キロリットル当たりの平均燃料価格が基準燃料価格を上回る場合  
 

                    基準単価 

                                              1,000  

   なお、基準燃料価格は（３）に定めるものとします。 

   基準単価は、平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、（３）に定めるものとします。 

 

ハ．燃料費等調整単価の適用 

各四半期の平均燃料価格によって算定された燃料費等調整単価は、その四半期に対応する燃料費等調整単価適用

期間に使用される電気に適用します。 

 

 平均燃料価格算定期間 燃料費等調整単価適用期間 

毎年 1月 1日から 3月 31日までの期間 その年の 6月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2月 1日から 4月 30日までの期間 その年の 7月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3月 1日から 5月 31日までの期間 その年の 8月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4月 1日から 6月 30日までの期間 その年の 9月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5月 1日から 7月 31日までの期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6月 1日から 8月 31日までの期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7月 1日から 9月 30日までの期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8月 1日から 10月 31日までの期間 翌年の 1月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9月 1日から 11月 30日までの期間 翌年の 2月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月 1日から 12月 31日までの期間 翌年の 3月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1日から翌年の 1月 31日までの期間 翌年の 4月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12月 1日から翌年の 2月 28日までの期間（翌年が

閏年となる場合は、翌年の 2月 29日までの期間） 
翌年の 5月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ニ．燃料費等調整額は、その 1月の使用電力量にロによって算定された燃料費等調整単価を適用して算定します。 

  ただし、九州電力送配電管内においては、（2）（離島ユニバーサルサービス調整）で算出した離島ユニバーサル調整額を合算し

燃料費等調整単価＝（基準燃料価格－平均燃料価格） ×  ------------ 

 

 

 

燃料費等調整単価＝（平均燃料価格－基準燃料価格） × ------------- 
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て算出します。 

 

 

ホ．関西電力送配電、九州電力送配電区域におけるお客さまで、契約電力が 500キロワット未満の高圧電力（当該お客さま

に係る予備電力も含みます。）且つ検針日が毎月初日のお客さまについては、各平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費等調整単価適用期間はハに記載のひと月前の供給分といたします。 

 

（2）離島ユニバーサルサービス調整 

＜対象エリア＞ 

九州電力送配電管内の契約 

 

離島ユニバーサルサービス調整額の算定 

 

イ．離島平均燃料価格 

原油換算値 1キロリットル当たりの離島平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量及び価額の値にもとづき、次の算式

によって算定された値とします。なお、離島平均燃料価格は、100円単位とし、100円未満の端数は、10円の位で四捨

五入します。 

離島平均燃料価格＝A×α＋B×β＋C×γ 

A=各四半期における 1キロリットル当たりの平均原油価格   B=各四半期における 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格 

C=各四半期における 1 トン当たりの平均石炭価格  

なお、各離島平均燃料価格算定期間における 1キロリットル当たりの平均原油価格、1 トン当たりの平均液化天然ガス

価格及び 1 トン当たりの平均石炭価格の単位は 1円とし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入します。 

α、β、γは（３）に定める係数とします。 

 

ロ．離島ユニバーサルサービス調整単価 

離島ユニバーサルサービス調整単価は、次の算式によって算定された値とします。なお、離島ユニバーサルサービス調

整単価の単位は、1銭とし、その端数は、小数点以下第一位で四捨五入します。 

 

(ⅰ)  1キロリットル当たりの離島平均燃料価格が離島基準燃料価格を下回る場合 

 

                                 離島基準単価 

                                                                  1,000  

 
(ⅱ)  1キロリットル当たりの離島平均燃料価格が離島基準燃料価格を上回る場合  
 

                                  離島基準単価 

                                                             1,000  

 

(ⅲ) １キロリットル当たりの離島平均燃料価格が離島調整上限燃料価格を上回る場合 

 

                                     離島基準単価 

                                                                       1,000 

 

    離島基準燃料価格は、（3）ロに定めるものとします。 

    離島基準単価は、離島平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、（3）ロに定めるものとします。 

     離島調整上限燃料価格は、（3）ロに定めるものとします。 

 

ハ．離島ユニバーサルサービス調整単価の適用 

各四半期の離島平均燃料価格によって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価は、その四半期に対応する離

島ユニバーサルサービス調整単価適用期間に使用される電気に適用します。 

 

離島平均燃料価格算定期間 離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間 

毎年 1月 1日から 3月 31日までの期間 その年の 6月供給分の料金に係る計量期間等 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（離島基準燃料価格－離島平均燃料価格） × ---------------   

 

 

 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（離島平均燃料価格－離島基準燃料価格） × --------------- 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（離島調整上限燃料価格－離島基準燃料価格） × -------------- 
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毎年 2月 1日から 4月 30日までの期間 その年の 7月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3月 1日から 5月 31日までの期間 その年の 8月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4月 1日から 6月 30日までの期間 その年の 9月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5月 1日から 7月 31日までの期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6月 1日から 8月 31日までの期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7月 1日から 9月 30日までの期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8月 1日から 10月 31日までの期間 翌年の 1月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9月 1日から 11月 30日までの期間 翌年の 2月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月 1日から 12月 31日までの期間 翌年の 3月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1日から翌年の 1月 31日までの期間 翌年の 4月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12月 1日から翌年の 2月 28日までの期間（翌年が

閏年となる場合は、翌年の 2月 29日までの期間） 
翌年の 5月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ニ．離島ユニバーサルサービス調整額は、その 1月の使用電力量にロによって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価を

適用して算定します。 

 

ホ．九州電力送配電区域におけるお客さまで、契約電力が 500キロワット未満の高圧電力（当該お客さまに係る予備電力も

含みます。）且つ検針日が毎月初日のお客さまについては、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費等調整単価

適用期間はハに記載のひと月前の供給分といたします。 

 

（3） 燃料費等調整単価算出係数等 

 

イ．燃料費等調整単価算出に係る諸元値 

燃料費等調整（市場価格調整項を含まないエリア）における各エリアごとの諸元値は以下となります。 

 

燃料費等調整単価算出係数等 

項目 関西電力送配電管内 四国電力送配電管内 九州電力送配電管内 

係数 α 0.0304 0.0194 0 

β 0.4443 0.2844 0.2486 

γ 0.4307 0.182 0.9525 

基準燃料価格(1 キロリットルにつき） 19,700 円 １１，４00 円 27,000 円 

基準単価 

（１キロワット時につき） 
高圧 8 銭 1 厘 １8 銭 8 厘 10 銭 1 厘 

※上記基準単価は消費税等相当額（10%）を含みます。 

 

ロ．離島ユニバーサルサービス調整単価算出に関わる諸元値 

（２）離島ユニバーサル調整における各エリアごとの諸元値は以下となります。 

   

項目 九州電力送配電管内 

係数 

α 1.0000 

β 0.0000 

γ 0.0000 

離島基準燃料価格(1 キロリットルにつき） 79,300 円 

離島調整上限燃料価格(1 キロリットルにつき） 119,000 円 

離島基準単価（１キロワット時につき） 3 厘 

※上記離島基準単価は消費税等相当額（10%）を含みます。 
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別表１－２ 燃料費等調整（市場価格調整項を含むエリア） 
※２０２４年７月２４日以前にリリースしたメニューに適用されます。 
 
＜対象エリア＞ 
北海道電力ネットワーク管内／東北電力ネットワーク管内／東京電力パワーグリッド管内／ 

中部電力パワーグリッド管内／北陸電力送配電管内／中国電力ネットワーク管内の契約 

 

（１）燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。 

   

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整項単価 × 調達係数 ＋ 市場価格調整項単価 × （ 1 - 調達係数） 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

燃料費調整項単価は（２）に定める値とします。 

市場価格調整項単価は（３）に定める値とします。 

調達係数は（５）に定める係数とします。 

 

（２）燃料費調整項単価 

    燃料費調整項単価は、各電力エリアごとに当社が電力調達した際にかかる燃料費調整単価（各四半期の平均燃料 

価格によって算定された）と当社調達計画量で加重平均した値とします。 

    なお、燃料費調整項単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第一位で四捨五入します。 

    調達係数が０の場合は、燃料費調整項単価が０となります。 

調達係数は（５）に定める係数とします。 

 

 （３）市場価格調整項単価 

    市場価格調整項単価は、次の算式によって算定された値とします。 

    市場価格調整項単価 ＝ 加重平均市場単価 - 市場基準単価 

 

   イ．加重平均市場単価 

    一般社団法人日本卸電力取引所のスポット市場における、各平均市場価格算定期間（毎月１５日から翌月１４日 

    までの期間）に係る各電力エリアにおけるエリアプライスに対し、同エリアの同期間における当社供給量全体の 

実績（速報値）を加重平均した単価に消費税相当額及び送電損失分を加えたものとします。 

なお、加重平均市場単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第一位で四捨五入します。 

 

   ロ．市場基準単価 

    市場基準単価は、（５）に定める以下の値といたします。 

 

 

（４）燃料費等調整単価の適用 

    

平均燃料価格算定期間（燃料費調整項単価） 平均市場価格算定期間（市場価格調整項単価） 燃料費等調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31 日までの期間 毎年５月 15 日から６月 14 日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30 日までの期間 毎年６月 15 日から７月 14 日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31 日までの期間 毎年７月 15 日から８月 14 日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30 日までの期間 毎年８月 15 日から９月 14 日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31 日までの期間 毎年９月 15 日から 10 月 14 日までの期間 その年の 10 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31 日までの期間 毎年 10 月 15 日から 11月 14 日までの期間 その年の 11 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30 日までの期間 毎年 11 月 15 日から 12月 14 日までの期間 その年の 12 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10 月 31 日までの期間 毎年 12 月 15 日から翌年の１月 14 日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11 月 30 日までの期間 毎年１月 15 日から２月 14 日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10 月 1 日から 12 月 31 日までの期間 毎年２月 15 日から３月 14 日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11 月 1 日から翌年 1 月 31 日までの期間 毎年３月 15 日から４月 14 日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年 2 月 28 日までの期間 
（翌年が閏年となる場合は、翌年の 2 月 29 日までの期間） 

毎年４月 15 日から５月 14 日までの期間 翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 
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（５） 燃料費等調整単価算出係数等 

 

イ．市場価格調整項単価算出に関わる諸元値 

燃料費等調整（市場価格調整項を含むエリア）における各エリアごとの諸元値は以下となります。 

 

  市場価格調整項単価算出係数等 

 
北海道電力ネットワーク管内 東北電力ネットワーク管内 東京電力パワーグリッド管内 

市場基準単価 

（１キロワット時につき） 
26.85 円 12.73 円 16.61 円 

調達係数 0.45 0.291 0.193 

 

 
中部電力パワーグリッド管内 北陸電力送配電管内 中国電力ネットワーク管内 

市場基準単価 

（１キロワット時につき） 
11.00 円 9.73 円 17.25 円 

調達係数 0.275 0.369 0.510 

※上記市場基準単価は消費税等相当額（10%）を含みます。 
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別表２－１ 燃料費等調整（北海道エリア）  
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

(1)燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は、燃料費調整額、市場価格調整額および離島ユニバーサルサービス 調整額によって算定いたします。 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。 

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 ＋ 市場価格調整単価 ＋ 離島ユニバーサルサービス 調整単価 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

(2)燃料費調整 

イ 燃料費調整額の算定 

(イ) 平均燃料価格 

原油換算値 1 キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算

定された値といたします。 

また、平均燃料価格は、100 円単位とし、100 円未満の端数は、10 円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格 ＝ Ａ × α ＋ Ｂ × β ＋ Ｃ × γ 

Ａ ＝ 各平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ ＝ 各平均燃料価格算定期間における 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ ＝ 各平均燃料価格算定期間における 1 トン当たりの平均石炭価格 

α＝0.1946 

β＝0.0827  

γ＝1.0081 

 

なお、各平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格、1 トン当たりの平均液化天然ガス価格および 1 ト

ン当たりの平均石炭価格の単位は、1 円とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

(ロ) 基準燃料価格 

原油換算値 1 キロリットル当たりの基準燃料価格は、次のとおりといたします。 

基準燃料価格 ５１，４００円 

 

(ハ) 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、燃料費調整単価の単位は、1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

ａ 1 キロリットル当たりの平均燃料価格が 51,400円を下回る場合 

 

燃料費調整単価 ＝（51,400円－平均燃料価格）× 
1,000 

ロの基準単価

1,000 
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ｂ 1 キロリットル当たりの平均燃料価格が 51,400円を上回る場合 

 

燃料費調整単価 ＝（平均燃料価格－51,400円）× 

 

(ニ) 燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、 その平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費調整単価適用期間に使用される電気 に適用いたします。 

なお、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、(5)のとおりといたします。 

(ホ) 燃料費調整額 

燃料費調整額は、その 1 月の使用電力量に(ハ)によって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。 

なお、燃料費調整単価が(ハ)ａにより算定される場合は、燃料費調整額を差し引く ものとし、燃料費調整単価が(ハ)ｂにより算定さ

れる場合は、燃料費調整額を加えるものといたします。 

ロ  基準単価 

基準単価は、平均燃料価格が 1,000 円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

１キロワット時につき 18銭 8厘 

 

(3) 市場価格調整 

イ 市場価格調整額の算定 

(イ) 平均市場価格 

ａ 1 キロワット時当たりの平均市場価格は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、ｘおよびｙの値は、次のとおりといたします。 

X= 0.6760 

  ｙ= 0.3240 

また、平均市場価格の単位は、1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

平均市場価格 ＝ Ｘ × ｘ ＋ Ｙ × ｙ 

Ｘ ＝ 各平均市場価格算定期間における 1 キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格 

Ｙ ＝ 各平均市場価格算定期間における毎日午前 8 時から午後 4 時までの 1 キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格 

なお、各平均市場価格算定期間における 1 キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格および毎日午前 8 時から午後 4 時ま

での 1 キロワット時当たりの単 純平均スポット市場価格の単位は、1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で 四捨五入いたし

ます。 

ｂ ａによりがたい場合は、調整の基準となる市場価格等を基準として、当社が決定した値といたします。 

(ロ) 基準市場価格 

1 キロワット時当たりの基準市場価格は、次のとおりといたします。 

1,000 

ロの基準単価

1,000 
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基準市場価格 12 円 24 銭 

 

(ハ) 市場価格調整単価 

市場価格調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、市場価格調整単価の単位は、1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で 四捨五入いたします。 

ａ 1 キロワット時当たりの平均市場価格が基準市場価格を下回る場合 

市場価格調整単価 ＝（基準市場価格－平均市場価格）× ロの調整係数 

ｂ 1 キロワット時当たりの平均市場価格が基準市場価格を上回る場合 

市場価格調整単価 ＝（平均市場価格－基準市場価格）× ロの調整係数 

(ニ) 市場価格調整単価の適用 

各平均市場価格算定期間の平均市場価格によって算定された市場価格調整単価は、 その平均市場価格算定期間に対応する

市場価格調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、(5)のとおりといたします。 

(ホ) 市場価格調整額 

市場価格調整額は、その 1 月の使用電力量に(ハ)によって算定された市場価格調整単価を適用して算定いたします。 

なお、市場価格調整単価が(ハ)ａにより算定される場合は、市場価格調整額を差し引くものとし、市場価格調整単価が(ハ)ｂにより

算定される場合は、市場価格調整額を加えるものといたします。 

 

 ロ 調整係数 

調整係数は、次のとおりといたします。 

高圧 ０．２２９ 

 

(4) 離島ユニバーサルサービス調整 

イ 離島ユニバーサルサービス調整額の算定 

(イ) 離島平均燃料価格 

原油換算値 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき，次の算式によっ

て算定された値といたします。 

なお、離島平均燃料価格は、100 円単位とし、100 円未満の端数は、10 円の位で 四捨五入いたします。 

離島平均燃料価格 ＝ Ａ × α 

Ａ ＝ 各離島平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格 

α ＝ 1.0000 

なお、各離島平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格の単位は、1 円とし、その端数は、小数点以

下第 1 位で四捨五入いたします。 

(ロ) 離島基準燃料価格 
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原油換算値 1 キロリットル当たりの離島基準燃料価格は、次のとおりといたします。 

離島基準燃料価格 79,300円／kl 

(ハ) 離島調整上限燃料価格 

原油換算値 1 キロリットル当たりの離島調整上限燃料価格は、次のとおりといたします。 

離島調整上限燃料価格 119,000円／kl 

(ニ) 離島ユニバーサルサービス調整単価 

離島ユニバーサルサービス調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、離島ユニバーサルサービス調整単価の単位は、1 銭とし、その端数は、小 数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

 

ａ 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格が離島基準燃料価格を下回る場合 

離島ユニバーサルサービス調整単価 

＝（離島基準燃料価格－離島平均燃料価格）× 

 

ｂ 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格が離島基準燃料価格を上回り、かつ、離島調整上限燃料価格以下の場合 

離島ユニバーサルサービス調整単価 

＝（離島平均燃料価格－離島基準燃料価格）× 

 

ｃ 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格が離島調整上限燃料価格を上回る場合、離島平均燃料価格は、離島調整上限燃料

価格といたします。 

離島ユニバーサルサービス調整単価 

＝（離島調整上限燃料価格－離島基準燃料価格）× 

 

(ホ) 離島ユニバーサルサービス調整単価の適用 

各離島平均燃料価格算定期間の離島平均燃料価格によって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価は、その離島平均

燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各離島平均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間は、(5)のとおりといたします。 

(ヘ) 離島ユニバーサルサービス調整額 

離島ユニバーサルサービス調整額は、その 1 月の使用電力量に(ニ)によって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価を

適用して算定いたします。 

なお、離島ユニバーサルサービス調整単価が(ニ)ａにより算定される場合は、離島 ユニバーサルサービス調整額を差し引くものと

し、離島ユニバーサルサービス調整単価が(ニ)ｂまたはｃにより算定される場合は、離島ユニバーサルサービス調整額を加えるもの

といたします。 

ロ 離島基準単価 

離島基準単価は、離島平均燃料価格が 1,000 円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

ロの離島基準単価 

1,000 

1,000 

ロの離島基準単価 

ロの離島基準単価 

1,000 
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高圧 0.001 

 

(5)  適用期間 

各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適

用期間および各離島平均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間は、次のとおりといたしま

す。 

 

平均燃料価格算定期間 

平均市場価格算定期間 

離島平均燃料価格算定期間 

燃料費調整単価適用期間 

市場価格調整単価適用期間 

離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31 日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30 日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31 日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30 日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31 日までの期間 その年の 10 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31 日までの期間 その年の 11 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30 日までの期間 その年の 12 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10 月 31 日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11 月 30 日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10 月 1 日から 12 月 31 日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11 月 1 日から翌年の 1 月 31 日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの 

期間（翌年が閏年となる場合は、翌年の  

2月 29 日までの期間） 

翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 
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別表２－２ 燃料費等調整（東北エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

(1)燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は、燃料費調整額、市場価格調整額および離島ユニバーサルサービス調整額によって算定いたします。 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。  

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 ＋ 市場価格調整単価 ＋ 離島ユニバーサルサービス 調整単価 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

⑵ 燃料費調整 

イ 燃料費調整額の算定 

(イ) 平均燃料価格 

原油換算値 1 キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算

定された値といたします。 

なお、平均燃料価格は、100 円単位とし、100 円未満の端数は、10 円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における 1 トン当たりの平均石炭価格  

α＝0.0259 

β＝0.2563  

γ＝0.8915 

なお、各平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格、1 トン当たりの平均液化天然ガス価格および 1 ト

ン当たりの平均石炭価格の単位は、1 円とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

(ロ)  燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といたします。 なお、燃料費調整単価の単位は、1 銭と

し、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

 

ａ 1 キロリットル当たりの平均燃料価格が 83,500 円を下回る場合 

 

燃料費調整単価＝（83,500 円－平均燃料価格）× 

 

ｂ 1 キロリットル当たりの平均燃料価格が 83,500 円を上回る場合 

 

1,000 

ロの基準単価 
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燃料費調整単価＝（平均燃料価格－83,500 円）× 

 

(ハ)  燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、⑸のとおりといたします。 

 

(ニ)  燃料費調整額 

燃料費調整額は、その 1 月の使用電力量に(ロ)によって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。 

なお、⑴の燃料費等調整額は、燃料費調整単価が(ロ)a により算定される場合は、燃料費調整額を差し引くものとし、燃料費調整

単価が(ロ)b により算定される場合は、燃料費調整額を加えるものといたします。 

ロ  基準単価 

基準単価は、平均燃料価格が 1,000 円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

1 キロワット時につき 19 銭 0 厘 

 

⑶ 市場価格調整 

イ 市場価格調整額の算定 

(イ) 平均市場価格 

1 キロワット時当たりの平均市場価格は、スポット市場価格にもとづき、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、平均市場価格の単位は、1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

平均市場価格＝Ｘ×δ1＋Ｙ×δ2 

Ｘ ＝各平均市場価格算定期間におけるスポット市場価格の全日平均価格 

Ｙ ＝各平均市場価格算定期間における毎日午前 8 時から午後 4 時までの時間におけるスポット市場価格の昼間平均価格 

δ1＝0.5332 δ2＝0.4668 

なお、各平均市場価格算定期間におけるスポット市場価格の平均価格および各平均市場価格算定期間のうち毎日午前 8 時か

ら午後 4 時までの時間におけるスポット市場価格の平均価格の単位は、1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入い

たします。 

(ロ)  市場価格調整単価 

市場価格調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といたします。なお、市場価格調整単価の単位は、1 銭

とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

ａ 1 キロワット時当たりの平均市場価格が 21 円 39 銭を下回る場合 

市場価格調整単価 ＝（21 円 39 銭－平均市場価格）× ロの市場基準単価 

ｂ 1 キロワット時当たりの平均市場価格が 21 円 39 銭を上回る場合 

市場価格調整単価 ＝（平均市場価格－21 円 39 銭）× ロの市場基準単価 

1,000 

ロの基準単価 
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(ハ)  市場価格調整単価の適用 

各平均市場価格算定期間の平均市場価格によって算定された市場価格調整単価は、その平均市場価格算定期間に対応する

市場価格調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、⑸のとおりといたします。 

(ニ) 市場価格調整額 

市場価格調整額は、その 1 月の使用電力量に(ロ)によって算定された市場価格調整単価を適用して算定いたします。 

なお、⑴の燃料費等調整額は、市場価格調整単価が(ロ)ａにより算定される場合は、市場価格調整額を差し引くものとし、市場価

格調整単価が(ロ)ｂにより算定される場合は、市場価格調整額を加えるものといたします。 

 

ロ 市場基準単価 

市場基準単価は、次のとおりといたします。 

1 キロワット時につき 14銭 6 厘 

 

⑷ 離島ユニバーサルサービス調整 

イ 離島ユニバーサルサービス調整額の算定 

(イ) 離島平均燃料価格 

原油換算値 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によっ

て算定された値といたします。 

なお、離島平均燃料価格は，100 円単位とし、100 円未満の端数は、10 円の位で四捨五入いたします。 

離島平均燃料価格＝Ａ×α 

Ａ＝各離島平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格 α＝1.0000 

なお、各離島平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格の単位は、1 円とし、その端数は、小数点以

下第 1 位で四捨五入いたします。 

(ロ) 離島ユニバーサルサービス調整単価 

離島ユニバーサルサービス調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といたします。 

なお、離島ユニバーサルサービス調整単価の単位は、1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

 

ａ 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格が 79,300 円を下回る場合 

 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（79,300 円－離島平均燃料価格）×ロの離島基準単価調整単価× 

 

ｂ 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格が 79,300 円を上回る場合 

 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（離島平均燃料価格－79,300 円）×ロの離島基準単価調整単価× 

1000 

ロの離島基準単価 

1000 

ロの離島基準単価 
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ｃ 1 キロリットル当たりの離島平均燃料価格が 119,000 円を上回る場合離島平均燃料価格は、119,000 円といたします。 

 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（119,000円－79,300 円）×ロの離島基準単価調整単価× 

 

(ハ) 離島ユニバーサルサービス調整単価の適用 

各離島平均燃料価格算定期間の離島平均燃料価格によって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価は、その離島平均

燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価に使用される電気に適用いたします。 

なお、適用期間は、⑸のとおりといたします。 

(ニ) 離島ユニバーサルサービス調整額 

離島ユニバーサルサービス調整額は、その 1 月の使用電力量に(ロ)によって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価を

適用して算定いたします。 

なお、⑴の燃料費等調整額は、離島ユニバーサルサービス調整単価が(ロ)ａにより算定される場合は、離島ユニバーサルサービス

調整額を差し引くものとし、離島ユニバーサルサービス調整単価が(ロ)ｂまたはｃにより算定される場合は、離島ユニバーサルサー

ビス調整額を加えるものといたします。 

 

ロ  離島基準単価 

離島基準単価は、離島平均燃料価格が 1,000 円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

1 キロワット時につき 1 厘 

⑸ 適用期間 

各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適

用期間および各離島平均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間は、次のとおりといたしま

す。 

平均燃料価格算定期間 

平均市場価格算定期間 

離島平均燃料価格算定期間 

燃料費調整単価適用期間  

市場価格調整単価適用期間 

離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31 日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30 日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31 日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30 日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31 日までの期間 その年の 10 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31 日までの期間 その年の 11 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30 日までの期間 その年の 12 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10 月 31 日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11 月 30 日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

1000 

ロの離島基準単価 
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毎年 10 月 1 日から 12 月 31 日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11 月 1 日から翌年の 1 月 31 日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの期間（翌

年が閏年となる場合は、翌年の 2 月 29 日までの期間） 

翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 
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別表２－３ 燃料費等調整（東京エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。  

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 ＋ 市場価格調整単価 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

【燃料費調整】 

(1) 燃料費調整額の算定  

イ 平均燃料価格 

原油換算値 1 キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算

定された値と いたします。 

 

なお、平均燃料価格の単位は、100円とし、その端数は、10円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における 1 トン当たりの平均石炭価格  

α＝0.0048 

β＝0.3759  

 γ＝0.6725 

なお、各平均燃料価格算定期間における 1 キロリットル当たりの平均原油価格、 1 トン当たりの平均液化天然ガス価格および 1 

トン当たりの平均石炭価格の単位は、 1 円とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

ロ 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値 といたします。 

なお、燃料費調整単価の単位は、 1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

 

燃料費調整単価 ＝（平均燃料価格－（2）の基準燃料価格）× 

 

ハ  燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、 次のとおりといたします。 

 

（3）の基準燃料単価 

1,000 
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平均燃料価格算定期間 燃料費調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31日までの期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31日までの期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30日までの期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10月 31日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11月 30日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月 1 日から 12月 31日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1 日から翌年の 1 月 31日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの期間（翌年

が 閏年となる場合は、翌年の  2 月 29日までの期間） 
翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ニ  燃料費調整額 

燃料費調整額は、その 1 月の使用電力量にロによって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。 

(2)  基準燃料価格 

基準燃料価格は、次のとおりといたします。 

基準燃料価格 ５７，５００円 

 

(3) 基準燃料単価 

基準燃料単価は、平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

 

１キロワット時につき 17銭 4厘 

 

【市場価格調整】 

(1) 市場価格調整額の算定 

イ 平均市場価格 

1 キロワット時当たりの平均市場価格は、スポット市場価格にもとづき、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、平均市場価格の単位は、 1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

平均市場価格＝Ｄ×δ 1 ＋Ｅ×δ 2 

Ｄ＝各平均市場価格算定期間における 1 キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格 

Ｅ＝各平均市場価格算定期間における毎日午前 8 時から午後 4 時までの 1 キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格 

δ 1 ＝0.8288 

δ 2 ＝0.1712 

なお、各平均市場価格算定期間における 1 キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格および毎日午前 8 時から午後 4 時ま
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での 1 キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格の単位は、 1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたしま

す。 

ロ 市場価格調整単価 

市場価格調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

また、市場価格調整単価の単位は、 1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

市場価格調整単価＝（平均市場価格－(2)の基準市場価格）× (3)の基準市場単価 

ハ 市場価格調整単価の適用 

各平均市場価格算定期間の平均市場価格によって算定された市場価格調整単価は、その平均市場価格算定期間に対応する

市場価格調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、次のとおりといたします。ただし、計量期間等の始期

が毎月初日のお客さまの市場価格調整単価適用期間は、各月の前月の供給分の料金に係る計量期間等といたします。 

 

平均市場価格算定期間 市場価格調整単価適用期間 

毎年 5月 1日から 5月 31日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 6月 30日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 7月 31日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 8月 31日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 9月 30日までの期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月 1 日から 10月 31日までの期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1 日から 11月 30日までの期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12月 1 日から 12月 31日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

翌年の 1 月 1 日から 1月 31日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

翌年の 2 月 1 日から 2月 28日までの期間（閏年の

場合は、 2 月 29日までの期間） 
翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

翌年の 3 月 1 日から 3月 31日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

翌年の 4 月 1 日から 4月 30日までの期間 翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ニ 市場価格調整額 

市場価格調整額は、その 1 月の使用電力量にロによって算定された市場価格調整単価を適用して算定いたします。 

(2) 基準市場価格 

基準市場価格は、次のとおりといたします。  

基準市場価格 11 円 22 銭 

 

(3) 基準市場単価 

基準市場単価は、平均市場価格が 1 円変動した場合の値とし、基準市場単価上限値を超えない限りで、年度ごとに定めるものと

いたします。なお、基準市場単価上限値は、次のとおりといたします。 

1 キロワット時につき 33 銭 7 厘 
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別表２－４ 燃料費等調整（中部エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 
 

 

燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。 

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

(１) 燃料費調整額の算定 

イ  平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算定

された値といたします。 

 

なお、平均燃料価格は、100円単位とし、100円未満の端数は、10円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格 

α＝0.4381  

β＝0.5545 

なお、各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格および１トン当たりの平均石炭価格の単位は、１円と

し、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

ロ  平均市場価格 

平均市場価格は、各平均燃料価格算定期間における６時から 18時までの約定単価の単純平均といたします。 

なお、平均市場価格の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

ハ  燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といたします。 

なお、燃料費調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 

燃料費調整単価 ＝（平均燃料価格－４２，０００円）×              ＋ (３)の卸市場単価 

 

ニ  燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格および平均市場価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均燃料価格算

定期間に対応する燃料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、次のとおりといたします。 

1,000 

(2)の基準単価

1,000 
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平均燃料価格算定期間 燃料費調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31日までの期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31日までの期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30日までの期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10月 31日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11月 30日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月 1 日から 12月 31日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1 日から翌年の 1 月 31日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの期間（翌年

が 閏年となる場合は、翌年の  2 月 29日までの期間） 
翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ホ  燃料費調整額 

燃料費調整額は、その１月の使用電力量にハによって算定された燃料費調整単価の絶対値を適用して算定いたします。 

２)  基準単価 

基準単価は、平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

１キロワット時につき 19銭 6厘 

 

(３)  卸市場単価 

卸市場単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、卸市場単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

卸市場単価＝（平均市場価格－19円 37銭）×  (４)の卸市場率  

卸市場率は、9.0パーセントを基準に、高圧で供給する場合の損失率（3.8パーセントとします。）および消費税率を加味したものと

し、10.3パーセントといたします。 
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別表２－５ 燃料費等調整（北陸エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

(1) 燃料費調整単価の算定 

 イ 平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算定

された値といたします。なお、平均燃料価格は、１００円単位とし、１００円未満の端数は、１０円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格 

α＝０．０４１５ 

β＝０．０７４５ 

γ＝１．２４９９ 

なお、各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油 価格、１トン当たりの平均液化天然ガス価格および１トン

当たりの平均石炭価格の単位は、１円とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 

ロ 基準燃料単価 

基準燃料単価は、平均燃料価格が１，０００円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

１キロワット時につき 1５銭７厘 

 

ハ 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、燃料費調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位 で四捨五入いたします。 

 

燃料費調整単価 ＝（平均燃料価格－７９，8００）× 

 

(2) 市場価格調整単価の算定 

イ 平均市場価格 

１キロワット時当たりの平均市場価格は、各平均市場価格算定期間における６時から１８時までの北陸エリアプライスの単純平均価

格といたします。 なお、平均市場価格の単位は、１銭とし、その端数は、少数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 ロ 基準市場単価 

基準市場単価は、平均市場価格が１円変動した場合の値とし、次のとおり といたします。 

１キロワット時につき 14銭 9厘 

ハ市場価格調整単価 

1,000 

ロの基準燃料単価 
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市場価格調整単価は、次の算式によって算定された値と いたします。 

なお、市場価格調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１ 位で四捨五入いたします。 

 

(ｲ) １キロワット時当たりの平均市場価格が８円００銭を下回る場合 

市場価格調整単価 ＝（平均市場価格-8円 00銭）×ロの基準市場単価 

(ﾛ) １キロワット時当たりの平均市場価格が３２円００銭を上回る場合 

市場価格調整単価 ＝（平均市場価格-３２円 00銭）×ロの基準市場単価 

(ﾊ) １キロワット時当たりの平均市場価格が８円００銭以上、３２円００銭以下の場合 

市場価格調整単価は零といたします。 

(3) 燃料費等調整単価の算定 

燃料費等調整単価は、次の算式により算定した値といたします。 

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 ＋ 市場価格調整単価 

 

(4) 燃料費等調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格および各平均市場価格算定期間の平均市場価格によって算定された燃料費等調整

単価は、その平均燃料価格算定期間および平均市場価格算定期間に対応する次の燃料費等調整単価適用期間に使用される

電気に適用いたします。 

 

平均燃料価格算定期間 平均市場価格算定期間 燃料費等調整単価適用期間 

毎年１月１日から 

３月 31 日までの期間 

毎年５月 21 日から 

６月 20 日までの期間 

その年の 6 月供給分の料金に係る計量

期間等 

毎年２月１日から 

４月 30 日までの期間 

毎年６月 21 日から 

７月 20 日までの期間 

その年の７月供給分の料金に係る計量

期間等 

毎年３月１日 

から５月 31 日までの期間 

毎年７月 21 日から 

８月 20 日までの期間 

その年の８月供給分の料金に係る計量

期間等 

毎年４月１日から 

６月 30 日までの期間 

毎年８月 21 日から 

９月 20 日までの期間 

その年の９月供給分の料金に係る計量

期間等 

毎年５月１日から 

７月 31 日までの期間 

毎年９月 21 日から 

10 月 20 日までの期間 

その年の 10 月供給分の料金に係る計

量期間等 

毎年６月１日から 

８月 31 日までの期間 

毎年 10 月 21 日から 

11 月 20 日までの期間 

その年の 11 月供給分の料金に係る計

量期間等 

毎年７月１日から 

９月 30 日までの期間 

毎年 11 月 21 日から 

12 月 20 日までの期間 

その年の 12 月供給分の料金に係る計

量期間等 

毎年８月１日から 

10 月 31 日までの期間 

毎年 12 月 21 日から翌年 

の１月 20 日までの期間 

翌年の１月供給分の料金に係る計量期

間等 

毎年９月１日から 

11 月 30 日までの期間 

翌年の１月 21 日から 

２月 20 日までの期間 

翌年の２月供給分の料金に係る計量

期間等 
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毎年 10 月１日から 

12 月 31 日までの期間 

翌年の２月 21 日から 

３月 20 日までの期間 

翌年の３月供給分の料金に係る計量期

間等 

毎年 11 月１日から翌年の 

１月 31 日までの期間 

翌年の３月 21 日から 

４月 20 日までの期間 

翌年の４月供給分の料金に係る計量期

間等 

毎年 12 月１日から翌年の２月 28 日までの

期間（翌 年が閏年となる場合は、 翌年

の２月 29 日までの期 間） 

翌年の４月 21 日から 

５月 20 日までの期間 

翌年の５月供給分の料金に係る計

量期間等 

 

(5) 燃料費等調整額 

燃料費等調整額は、その１月の使用電力量に(3)によって算定された燃料費等調整単価を適用して算定いたします。 
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別表２－６ 燃料費等調整（関西エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。 

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 ＋ 市場価格調整単価 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

１．燃料価格調整 

(1) 燃料費調整額の算定 

 イ 平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算定

された値といたします。 

なお、平均燃料価格は、１００円単位とし、１００円未満の端数は、１０円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格  

α＝０．００４５ 

β＝０．１９７４ 

γ＝１．０５３２ 

なお、各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油 価格、１トン当たりの平均液化天然ガス価格および１トン

当たりの平均石炭価格の単位は、１円とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 

ロ 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、各契約種別ごとに次の算式によって算定された値といたします。 

なお、燃料費調整単価の単位は、 1 銭とし、その端数は、小数点以下第 1 位で四捨五入いたします。 

 

（イ）１キロリットル当たりの平均燃料価格が４７，０００円を下回る場合 

 

燃料費調整単価 ＝（４７，０００－平均燃料価格）× 

 

（ロ）１キロリットル当たりの平均燃料価格が４７，０００円を上回る場合 

 

燃料費調整単価 ＝（平均燃料価格－４７，０００）× 

（2）の基準単価 

1,000 

（2）の基準単価 

1,000 
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ハ  燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、次のとおりといたします。 

 

平均燃料価格算定期間 燃料費調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31日までの期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31日までの期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30日までの期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10月 31日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11月 30日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月 1 日から 12月 31日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1 日から翌年の 1 月 31日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの期間（翌年

が 閏年となる場合は、翌年の  2 月 29日までの期間） 
翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ニ  燃料費調整額 

燃料費調整額は、その 1 月の使用電力量にロによって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。 

(2)  基準単価 

基準単価は、平均燃料価格が１，０００円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

１キロワット時につき 高圧で供給を受ける場合 10円 6厘 

 

２．市場価格調整 

（１）市場価格調整額の算定 

イ 平均市場価格 

１キロワット時あたりの平均市場価格は、スポット市場価格にもとづき、次の算定式によって算定された値とします。 

なお、平均市場価格の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 平均市場価格＝Ｄ×δ＋Ｅ×ε     

 Ｄ＝各平均市場価格算定期間におけるスポット市場価格の前日平均値 

E＝各平均市場価格算定期間におけるスポット市場価格の８時から１６時の平均値 

δ＝0.7170 

ε＝0.2830  
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なお、各平均市場価格算定期間におけるスポット市場価格の全日平均値および各平均市場価格算定期間における 8時から 16

時におけるスポット市場価格の平均値の単位は 1銭とし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入します。 

ロ 市場価格調整単価 

  １キロワット時当たりの市場価格調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

  なお、市場価格調整単価の単位は、1銭とし、その端数は、小数点以下第 1位で四捨五入します。 

（イ） １キロワット時当たりの平均市場価格が１０円８２銭を下回る場合 

市場価格調整単価 ＝（１０円８２銭-平均市場価格）×（２）の調整係数 

（ロ） １キロワット時当たりの平均市場価格が１０円８２銭を上回る場合 

市場価格調整単価＝（平均市場価格-１０円８２銭）×（２）の調整係数 

ハ 市場価格調整単価の適用 

  各平均市場価格算定期間の平均市場価格によって算定された市場価格調整単価は、その平均市場価格算定期間に対応す

る市場価格調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

  なお、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、次のとおりとします。 

 

平均市場価格算定期間  市場価格調整単価適用期間 

毎年１月１日から３月 31日までの 期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年２月１日から４月 30日までの 期間 その年の７月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年３月１日から５月 31日までの 期間 その年の８月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年４月１日から６月 30日までの 期間 その年の９月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年５月１日から７月 31日までの 期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年６月１日から８月 31日までの 期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年７月１日から９月 30日までの 期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年８月１日から 10月 31日までの 期間 翌年の１月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年９月１日から 11月 30日までの 期間 翌年の２月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月１日から 12月 31日までの 期間 翌年の３月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月１日から翌年の１月 31日 までの期間 翌年の４月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12月１日から翌年の２月 28日 までの期間

（翌年が閏年となる場 合は、翌年の２月 29日まで

の期間） 

翌年の５月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ニ 市場価格調整額 

   市場価格調整額は、その１月の使用電力量にロによって算定された市場価格調整単価を適用して算定いたします。 

（２）調整係数 

  調整係数は、次の通りとします。 

高圧で供給を受ける場合 0.292 
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別表２－７ 燃料費等調整（中国エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

１ 燃料費等調整 

（１） 燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は、燃料費調整額、市場価格調整額および離島ユニバーサルサービス調整額によって算定いたします。 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。 

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 ＋ 市場価格調整単価 ＋ 離島ユニバーサルサービス調整 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

（２） 燃料費調整額の算定  

イ 平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算定

された値といたします。 

なお、平均燃料価格は、100円単位とし、100円未満の端数は、10円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格  

α＝0.0406 

β＝0.0982 

γ＝1.2015 

なお、各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格、１トン当たりの平均液化天然ガス価格および１トン当

たりの平均石炭価格の単位は、１円とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 

ロ 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、燃料費調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

（イ） １キロリットル当たりの平均燃料価格が 75,400円を下回る場合 

 

燃料費調整単価＝（75,400円−平均燃料価格）× 

 

（ロ） １キロリットル当たりの平均燃料価格が 75,400円を上回る場合 

 

燃料費調整単価＝（平均燃料価格−75,400円）× 

ハの基準単価 

1,000 

ハの基準単価 

1,000 
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ハ 基準単価 

基準単価は、平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

１ キ ロ ワ ッ ト 時 に つ き  高圧で供給を受ける場合 20 銭 5 厘 

 

ニ 燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、（５）のとおりといたします。  

ホ 燃料費調整額 

燃料費調整額は、その１月の使用電力量にロによって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。 

なお、ロ（イ）の場合は、燃料費調整額を差し引くものとし、ロ（ロ） の場合は、燃料費調整額を加えるものといたします。 

 

（３） 市場価格調整額の算定 

 イ 平均市場価格 

１キロワット時当たりの平均市場価格は、電力市場価格にもとづき次の算式によって算定された値といたします。 

なお、平均市場価格の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

平均市場価格＝Ｘ×ｘ＋Ｙ×ｙ    

 Ｘ＝各平均市場価格算定期間における電力市場価格の平均値   

 Ｙ＝各平均市場価格算定期間における８時から 16時に対応する電力 

市場価格の平均値  ｘ＝0.1316  ｙ＝0.8684 

なお、各平均市場価格算定期間における電力市場価格の平均値および各平均市場価格算定期間における８時から 16時に対応

する電力市場価格の平均値の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いた します。 

ロ 市場価格調整単価 

１キロワット時当たりの市場価格調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、市場価格調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

（イ） １キロワット時当たりの平均市場価格が 20円 81銭を下回る場合 市場価格調整単価＝（20円 81銭−平均市場価格）×ハの

調整係数 

（ロ） １キロワット時当たりの平均市場価格が 20円 81銭を上回る場合 市場価格調整単価＝（平均市場価格−20円 81銭）×ハの

調整係数 

ハ 調整係数 

調整係数は、次のとおりといたします。 

高圧で供給を受ける場合 0.162 
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ニ 市場価格調整単価の適用 

各平均市場価格算定期間の平均市場価格によって算定された市場価格調整単価は、その平均市場価格算定期間に対応する

市場価格調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

なお、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、（５）のとおりといたします。 

 ホ 市場価格調整額 

市場価格調整額は、その１月の使用電力量にロによって算定された市場価格調整単価を適用して算定いたします。 

なお、ロ（イ）の場合は、市場価格調整額を差し引くものとし、ロ（ロ） の場合は、市場価格調整額を加えるものといたします。 

 

（４） 離島ユニバーサルサービス調整額の算定 

 イ 離島平均燃料価格 

託送約款等に定めるところにより、算定された値といたします。 

 ロ 離島ユニバーサルサービス調整単価 

託送約款等に定めるところにより、従量制供給の場合の離島基準単価に基づき算定された値といたします。 

ハ  離島ユニバーサルサービス調整単価の適用 

託送約款等に定めるところにより、各離島平均燃料価格算定期間の離島平均燃料価格によって算定された離島ユニバーサルサ

ービス調整単価は、 その離島平均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間に使用される電

気に適用いたします。 

なお、各離島平均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間は、（５）のとおりといたします。 

ニ 離島ユニバーサルサービス調整額 

離島ユニバーサルサービス調整額は、その１月の使用電力量にロによって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価を適

用して算定するものとし、託送約款等に定めるところにより、差引きまたは加えるものといたします。 

（５） 適用期間 

各平均燃料価格、平均市場価格および離島平均燃料価格の算定期間に対応する燃料費調整単価、市場価格調整単価および

離島ユニバーサルサービス調整単価の適用期間は次のとおりといたします。 

 

平均燃料価格算定期間 

平均市場価格算定期間 

離島平均燃料価格算定期間 

燃料費調整単価適用期間 

市場価格調整単価適用期間 

離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間 

毎年１月１日から３月 31日までの 期間 その年の６月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年２月１日から４月 30日までの 期間 その年の７月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年３月１日から５月 31日までの 期間 その年の８月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年４月１日から６月 30日までの 期間 その年の９月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年５月１日から７月 31日までの 期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年６月１日から８月 31日までの 期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年７月１日から９月 30日までの 期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年８月１日から 10月 31日までの 期間 翌年の１月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年９月１日から 11月 30日までの 期間 翌年の２月供給分の料金に係る計量期間等 
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毎年 10月１日から 12月 31日までの 期間 翌年の３月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月１日から翌年の１月 31日 までの期間 翌年の４月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12月１日から翌年の２月 28日 までの期間

（翌年が閏年となる場 合は、翌年の２月 29日まで

の期間） 

翌年の５月供給分の料金に係る計量期間等 
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別表２－８ 燃料費等調整（四国エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。 

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

 燃料費調整額の算定 

(1) 平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計（関税法 にもとづき公表される統計をいいます｡）の輸入品の数量お

よび価額の値にもとづき、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、平均燃料価格は、100円単位とし、100円未満の端数は、10円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格 

α＝0.0845 

β＝0.0699 

γ＝1.1962 

なお、各平均燃料価格算定期間（(3)〔燃料費調整単価の適用〕の表に定める期間をいいます｡）における１キロリットル当たりの平均

原油価格、１トン当たりの平均液化天然ガス価格および１トン当たりの平均石炭価格の単位は、１円とし、その端数は、小数点以下

第１位で四捨五入いたしま す。 

(2) 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、燃料費調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 

イ １キロリットル当たりの平均燃料価格が 80,300円を下回る場合 

 

燃料費調整単価＝（80,300円−平均燃料価格）× 

 

１キロリットル当たりの平均燃料価格が 80,300円を上回る場合 

 

燃料費調整単価＝（平均燃料価格−80、300円）× 

1,000 

２の基準単価 

1,000 

２の基準単価 



電気需給約款［高圧］（2025年 5月 2日改定） 

 

63 

 

(3)  燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、次のとおりといたします。 

平均燃料価格算定期間 燃料費調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31日までの期間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31日までの期間 その年の 11月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30日までの期間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10月 31日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11月 30日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10月 1 日から 12月 31日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1 日から翌年の 1 月 31日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの期間（翌年

が 閏年となる場合は、翌年の  2 月 29日までの期間） 
翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

(4) 燃料費調整額 

燃料費調整額は、その１月の使用電力量に(2)によって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。 

 

２ 基準単価 

基準単価は、平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、次のとおりといたします。 

1 キロワット時につき 15銭 4 厘 
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別表２－９ 燃料費等調整（九州エリア） 
※２０２４年７月２５日以降にリリースしたメニュー（メニュー名称に「V2」が含まれる）に適用されます。 

 

燃料費等調整額の算定 

燃料費等調整額は、燃料費調整額、市場価格調整額および離島ユニバーサルサービス調整額によって算定いたします。 

 

燃料費等調整額は以下の算式にて算定します。  

燃料費等調整単価 ＝ 燃料費調整単価 ＋ 市場価格調整単価 ＋ 離島ユニバーサルサービス 調整単価 

燃料費等調整額 ＝ 燃料費等調整単価 × 対象期間の電力使用量 

 

１ 燃料費調整額の算定 

 (１)  平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって算定

された値といたします。 

なお、平均燃料価格は、100円単位とし、100円未満の端数は、10円の位で四捨五入いたします。 

平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格 

Ｂ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格 

α＝0.0028 

β＝0.1819 

γ＝1.0863 

なお、 各平均燃料価格算定期間における１ キロリットル当たりの平均原油価格、 １トン当たりの平均液化天然ガス価格および１トン

当たりの平均石炭価格の単位は、 １円とし、 その端数は、 小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

(２) 燃料費調整単価 

燃料費調整単価は、 次の算式によって算定された値といたします。  なお、燃料費調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、小

数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 

イ １キロリットル当たりの平均燃料価格が 46,100円を下回る場合 

 

燃料費調整単価＝（46,100円−平均燃料価格）× 

 

ロ １キロリットル当たりの平均燃料価格が 46,100円を上回る場合 

 

1,000 

２の基準単価 
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燃料費調整単価＝（平均燃料価格−46,100円）× 

 

(３) 燃料費調整単価の適用 

各平均燃料価格算定期間の平均燃料価格によって算定された燃料費調整単価は、その平均燃料価格算定期間に対応する燃

料費調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

 

イ  各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、ハの場合を除き、次のとおりといたします。 

 

平均燃料価格算定期間 燃料費調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31日までの期間 その年の 1 0 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31日までの期間 その年の 11 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30日までの期間 その年の 12 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10月 31日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11月 30日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間 

毎年 10月 1 日から 12月 31日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 11月 1 日から翌年の 1 月 31日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの期間（翌年

が 閏年となる場合は、翌年の  2 月 29日までの期間） 
翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ロ ハの場合を除き、 各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間は、 イに準ずるものといたします。 

ハ  契約種別ごとの契約電力が 500キロワット未満の高圧電力（当該お客さまに係る予備電力も含みます。）且つ検針日が毎月初

月のお客様については、 各平均燃料価格算定期間に対応する燃料費調整単価適用期間 は、 イに準ずるものといたします。この

場合、 イに記載のひと月前の供給分といたします。 

(４)  燃料費調整額 

燃料費調整額は、 その１月の使用電力量に(２)によって算定された燃料費調整単価を適用して算定いたします。 

 

２ 基準単価 

基準単価は、 平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、 次のとおりといたします。 

１ キロワット時につき 高圧で供給を受ける場合 ９銭８厘 

 

３ 燃料費調整額の差引きまたは加算 

電力量料金は、１(１)によって算定された平均燃料価格が 46,100円を下回る場合は、１(４)によって算定された燃料費調整額を差し

引いたものとし、１(１)によって算定された平均燃料価格が 46,100円を上回る場合は、 １(４)によって算定された燃料費調整額を加

1,000 

２の基準単価

1,000 
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えたものといたします。 

 

【市場価格調整】 

標準供給条件の市場価格調整の取扱いは以下のとおりといたします。 

１ 市場価格調整額の算定 

 (１)  平均市場価格 

１キロワット時当たりの平均市場価格は、各平均市場価格算定期間におけるスポット市場価格にもとづき、次の算式によって算定さ

れた値といたします。ただし、これによりがたい場合は、 調整の基準となる市場価格等にもとづき、当社が決定した値といたします。 

なお、平均市場価格の単位は、１銭とし、その端数は、 小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

平均市場価格＝全日単価×δ１＋昼間単価×δ２ 

全日単価＝各平均市場価格算定期間における１キロワット時当たりの単純平均スポット市場価格 

昼間単価＝各平均市場価格算定期間における毎日午前６時から午後６時までの１キロワット時当たりの単純平均スポッ ト市場価

格 

δ１＝0.4627 

δ２＝0.5373 

なお、全日単価および昼間単価の単位は、１銭とし、その端数は、小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

(２) 市場価格調整単価 

市場価格調整単価は、次の算式によって算定された値といたします。 

なお、市場価格調整単価の単位は、 １銭とし、その端数は、 小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

イ １キロワット時当たりの平均市場価格が６円 00銭を下回る場合 

市場価格調整単価＝（６円 00銭－平均市場価格） ×２の調整係数  

ロ １キロワット時当たりの平均市場価格が 13円 00銭を上回る場合 

市場価格調整単価＝（平均市場価格－13円 00銭） ×２の調整係数 

(３) 市場価格調整単価の適用 

各平均市場価格算定期間の平均市場価格によって算定された市場価格 調整単価は、その平均市場価格算定期間に対応する

市場価格調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

イ 各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、ハの場合を除き、次のとおりといたします。 

平均市場価格算定期間  市場価格調整単価適用期間 

毎 年 １ 月 2 1 日 か ら２ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 ２ 月 2 1 日 か ら３ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 5月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 ３ 月 2 1 日 か ら４ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 ４ 月 2 1 日 か ら５ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 7月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 ５ 月 2 1 日 か ら６ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 8月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 ６ 月 2 1 日 か ら７ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 9月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 ７ 月 2 1 日 か ら８ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 10月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 ８ 月 2 1 日 か ら９ 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 11 月供給分の料金に係る計量期間等 



電気需給約款［高圧］（2025年 5月 2日改定） 

 

67 

毎 年 ９ 月 2 1 日 か ら 1 0 月 2 0 日 ま で の 期 間 その年の 12月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 1 0 月 2 1 日 か ら 1 1 月 2 0 日 ま で の 期 間 翌年の 1月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 1 1 月 2 1 日 か ら 1 2 月 2 0 日 ま で の 期 間 翌年の 2月供給分の料金に係る計量期間等 

毎 年 1 2 月 2 1 日 か ら 翌年の１ 月 20 日までの期間 翌年の 3月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ロ ハの場合を除き、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、イに準ずるものとい たします。 

ハ  契約種別ごとの契約電力が 500キロワット未満の高圧電力（当該お客さまに係る予備電力も含みます。）且つ検針日が毎月初

月のお客様については、各平均市場価格算定期間に対応する市場価格調整単価適用期間は、イ に準ずるものといたします。こ

の場合、イに記載のひと月前の供給分といたします。 

 

(４) 市場価格調整額 

市場価格調整額は、 その１月の使用電力量に(２)によって算定された市場価格調整単価を適用して算定いたします。 

２ 調整係数 

調整係数は、平均市場価格が１円変動した場合の値とし、次のとおりと いたします。 

１ キロワット時 につき 高圧で供給を受ける場合 ２８銭４厘 

 

３ 市場価格調整額の差引きまたは加算 

電力量料金は、１(１)によって算定された平均市場価格が６円 00銭を下回る場合は、１(４)によって算定された市場価格調整額を差

し引いたものとし、１(１)によって算定された平均市場価格が 13円 00銭を上回る場合は、 １(４)に よって算定された市場価格調整

額を加えたものといたします。 

 

【離島ユニバーサルサービス調整】 

標準供給条件の離島ユニバーサルサービス調整の取扱いは以下のとおりといたします。 

１ 離島ユニバーサルサービス調整額の算定  

(１) 離島平均燃料価格 

原油換算値１キロリットル当たりの離島平均燃料価格は、貿易統計の輸入品の数量および価額の値にもとづき、次の算式によって

算定された値といたします。 

なお、離島平均燃料価格は、 100円単位とし、100円未満の端数は、 10 円の位で四捨五入いたします。 

離島平均燃料価格＝Ａ×α＋Ｂ×β＋Ｃ×γ 

Ａ＝各離島平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たり の平均原油価格 

Ｂ＝各離島平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均液化天然ガス価格 

Ｃ＝各離島平均燃料価格算定期間における１トン当たりの平均石炭価格 

α＝1.0000 

β＝0.0000 

γ＝0.0000 



電気需給約款［高圧］（2025年 5月 2日改定） 

 

68 

なお、各離島平均燃料価格算定期間における１キロリットル当たりの平均原油価格、 １トン当たりの平均液化天然ガス価格および１

トン当たりの平均石炭価格の単位は、 １円とし、 その端数は、小数点以下第１位 で四捨五入いたします。 

(２) 離島ユニバーサルサービス調整単価 

離島ユニバーサルサービス調整単価は、 次の算式によって算定された値といたします。 

なお、離島ユニバーサルサービス調整単価の単位は、１銭とし、その端数は、 小数点以下第１位で四捨五入いたします。 

 

イ １キロリットル当たりの離島平均燃料価格が７９，３００円を下回る場合  

 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（７９，３００円－離島平均燃料価格）× 

 

ロ １キロリットル当たりの離島平均燃料価格が７９，３００円を上回り、 かつ、１１９，０００円以下の場合 

 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（離島平均燃料価格－７９，３００円）× 

 

ハ １ キロリットル当たりの離島平均燃料価格が１１９，０００円を上回る場合 

離島平均燃料価格は、１１９，０００円といたします。 

 

離島ユニバーサルサービス調整単価＝（１１９，０００円－７９，３００円）× 

 

(３) 離島ユニバーサルサービス調整単価の適用 

各離島平均燃料価格算定期間の離島平均燃料価格によって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価は、 その離島平

均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間に使用される電気に適用いたします。 

イ 各離島平均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス 調整単価適用期間は、ハの場合を除き、 次のとおりと

いたします。 

 

離島平均燃料価格算定期間 離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間 

毎年 1 月 1 日から 3 月 31 日までの期間 その年の 6 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 2 月 1 日から 4 月 30 日までの期間 その年の 7 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 3 月 1 日から 5 月 31 日までの期間 その年の 8 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 4 月 1 日から 6 月 30 日までの期間 その年の 9 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 5 月 1 日から 7 月 31 日までの期間 その年の 1 0 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 6 月 1 日から 8 月 31 日までの期間 その年の 11 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 7 月 1 日から 9 月 30 日までの期間 その年の 12 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 8 月 1 日から 10 月 31 日までの期間 翌年の 1 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 9 月 1 日から 11 月 30 日までの期間 翌年の 2 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 10 月 1 日から 12 月 31 日までの期間 翌年の 3 月供給分の料金に係る計量期間等 

２の離島基準単価 

1,000 

1,000 

２の離島基準単価 

1,000 

２の離島基準単価 
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毎年 11 月 1 日から翌年の 1 月 31 日までの期間 翌年の 4 月供給分の料金に係る計量期間等 

毎年 12 月 1 日から翌年の 2 月 28 日までの 

期間（翌年が閏年となる場合は、翌年の  

2月 29 日までの期間） 

翌年の 5 月供給分の料金に係る計量期間等 

 

ロ ハの場合を除き、各離島平均燃料価 格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間は、 イに準ずる

ものといたします。 

ハ  契約種別ごとの契約電力が 500キロワット未満の高圧電力（当該お客さまに係る予備電力も含みます。）且つ検針日が毎月初

月のお客様については、 各離島平均燃料価格算定期間に対応する離島ユニバーサルサービス調整単価適用期間は、 イに準

ずるものといたします。この場合、イに記載のひと月前の供給分といたします。。  

 (４) 離島ユニバーサルサービス調整額 

離島ユニバーサルサービス調整額は、 その１月の使用電力量に(２)に よって算定された離島ユニバーサルサービス調整単価を

適用して算定いたします。 

２ 離島基準単価 

離島基準単価は、 離島平均燃料価格が 1,000円変動した場合の値とし、 次のとおりといたします。 

1 キロワット時につき 3 厘 

 

３ 離島ユニバーサルサービス調整額の差引きまたは加算 

電力量料金は、１(１)によって算定された離島平均燃料価格が 79,300円を 下回る場合は，１(４)によって算定された離島ユニバー

サルサービス調整額 を差し引いたものとし、 １ ( １ )によって算定された離島平均燃料価格が  79,300円を上回る場合は、 １(４)に

よって算定された離島ユニバーサルサービス調整額を加えたものといたします。 
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別表３－１ 中途解約時基準単価 

（標準プラン、再エネスタンダード 100、再エネエコノミー30、RE100スタンダード） 

中途解約時基準単価は下記のとおりとします。 

（１）標準プラン 
 

メニュー名 中途解約時 
基準単価 

北海道 北海道業務用電力 1,527,78 
北海道産業用電力 1,262.96 

東北 東北業務用電力 1,425.93 
東北産業用電力 1,313.89 

東北産業用電力 L 1,833.33 
東京 東京業務用電力 1,364.81 

東京産業用電力 1,171.30 
東京産業用電力 L 1,629.63 

中部 中部業務用電力 1,395.37 
中部業務用電力 B 1,527.78 
中部産業用電力 1,100.00 
中部産業用電力 B 1,425.93 

北陸 北陸業務用電力 1,507.41 
北陸産業用電力 1,283.33 

 
メニュー名 中途解約時 

基準単価 
関西 関西業務用電力 1,415.74 

関西産業用電力 1,120.37 
関西産業用電力 L 1,629.63 

中国 中国業務用電力 1,425.93 
中国業務用電力 B 1,904.63 
中国産業用電力 1,028.70 
中国産業用電力 B 1,324.07 

四国 四国業務用電力 1,344.44 

四国産業用電力 1,094.91 
九州 九州業務用電力 B 1,782.41 

九州業務用電力 1,079.63 
九州産業用電力 B 1,894.44 
九州産業用電力 1,191.67 

 

（２）リコー再エネスタンダード１００（略称:再エネ１００） 
 

メニュー名 中途解約時 
基準単価 

北海道 北海道業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,527,78 

北海道産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,262.96 

東北 東北業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,425.93 

東北産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,313.89 

東北産業用電力 L 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,833.33 

東京 東京業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,364.81 

東京産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,171.30 

東京産業用電力 L 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,629.63 

中部 中部業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,395.37 

中部業務用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,527.78 

中部産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,100.00 

中部産業用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,425.93 

北陸 北陸業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,507.41 

北陸産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,283.33 

 
メニュー名 中途解約時 

基準単価 
関西 関西業務用電力 

ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 
1,415.74 

関西産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,120.37 

関西産業用電力 L 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,629.63 

中国 中国業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,425.93 

中国業務用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,904.63 

中国産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,028.70 

中国産業用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,324.07 

四国 四国業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,344.44 

四国産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,094.91 

九州 九州業務用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,782.41 

九州業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,079.63 

九州産業用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,894.44 

九州産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,191.67 

   
 

 

 

 



電気需給約款［高圧］（2024年 12月 11日改定） 

 

71 

（３）リコー再エネエコノミー３０（略称:再エネ３０） 
 

メニュー名 中途解約時 
基準単価 

北海道 北海道業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,527,78 

北海道産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,262.96 

東北 東北業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,425.93 

東北産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,313.89 

東北産業用電力 L 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,833.33 

東京 東京業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,364.81 

東京産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,171.30 

東京産業用電力 L 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,629.63 

中部 中部業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,395.37 

中部業務用電力 B 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,527.78 

中部産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,100.00 

中部産業用電力 B 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,425.93 

北陸 北陸業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,507.41 

北陸産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,283.33 

 
メニュー名 中途解約時 

基準単価 
関西 関西業務用電力 

リコー再エネエコノミー３０ 
1,415.74 

関西産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,120.37 

関西産業用電力 L 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,629.63 

中国 中国業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,425.93 

中国業務用電力 B 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,904.63 

中国産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,028.70 

中国産業用電力 B 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,324.07 

四国 四国業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,344.44 

四国産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,094.91 

九州 九州業務用電力 B 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,782.41 

九州業務用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,079.63 

九州産業用電力 B 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,894.44 

九州産業用電力 
リコー再エネエコノミー３０ 

1,191.67 

   

（４）リコーCO2 フリープラン（略称:CO2 フリー） 
 

メニュー名 中途解約時 
基準単価 

北海道 北海道業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,527,78 

北海道産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,262.96 

東北 東北業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,425.93 

東北産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,313.89 

東北産業用電力 L 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,833.33 

東京 東京業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,364.81 

東京産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,171.30 

東京産業用電力 L 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,629.63 

中部 中部業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,395.37 

中部業務用電力 B 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,527.78 

中部産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,100.00 

中部産業用電力 B 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,425.93 

北陸 北陸業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,507.41 

北陸産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,283.33 

 
メニュー名 中途解約時 

基準単価 
関西 関西業務用電力 

ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 
1,415.74 

関西産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,120.37 

関西産業用電力 L 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,629.63 

中国 中国業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,425.93 

中国業務用電力 B 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,904.63 

中国産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,028.70 

中国産業用電力 B 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,324.07 

四国 四国業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,344.44 

四国産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,094.91 

九州 九州業務用電力 B 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,782.41 

九州業務用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,079.63 

九州産業用電力 B 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,894.44 

九州産業用電力 
ﾘｺｰ CO2 ﾌﾘｰﾌﾟﾗﾝ 

1,191.67 
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５）リコーＲＥ１００スタンダード（略称:ＲＥ１００）  
 

メニュー名 中途解約時 
基準単価 

北海道 北海道業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,527,78 

北海道産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,262.96 

東北 東北業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,425.93 

東北産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,313.89 

東北産業用電力 L 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,833.33 

東京 東京業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,364.81 

東京産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,171.30 

東京産業用電力 L 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,629.63 

中部 中部業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,395.37 

中部業務用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,527.78 

中部産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,100.00 

中部産業用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００ 

1,425.93 

北陸 北陸業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,507.41 

北陸産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,283.33 

 
メニュー名 中途解約時 

基準単価 
関西 関西業務用電力 

ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 
1,415.74 

関西産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,120.37 

関西産業用電力 L 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,629.63 

中国 中国業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,425.93 

中国業務用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,904.63 

中国産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,028.70 

中国産業用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,324.07 

四国 四国業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,344.44 

四国産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,094.91 

九州 九州業務用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,782.41 

九州業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,079.63 

九州産業用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,894.44 

九州産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード 

1,191.67 

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



電気需給約款［高圧］（2024年 12月 11日改定） 

 

73 

 

別表３－２ 中途解約時基準単価（再エネスタンダード１００V2、RE100スタンダード V2） 

（1）リコー再エネスタンダード１００V2（略称:再エネ１００V2） ※キャンペーンメニュー含む
 

メニュー名 中途解約時 
基準単価 

北海道 北海道業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

2,510.47 

北海道産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

2,688.12 

東北 東北業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,930.11 

東北産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,606.16 

東北産業用電力 L 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,606.16 

東京 東京業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,795.50 

東京産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,795.50 

東京産業用電力 L 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,795.50 

中部 中部業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,630.44 

中部業務用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,630.44 

中部産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,285.10 

中部産業用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,285.10 

北陸 北陸業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

2,043.45 

北陸産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,782.20 

 
メニュー名 中途解約時 

基準単価 
関西 関西業務用電力 

ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 
1,816.21 

関西産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,941.61 

関西産業用電力 L 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,941.61 

中国 中国業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,896.67 

中国業務用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,896.67 

中国産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,431.65 

中国産業用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,431.65 

四国 四国業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,581.82 

四国産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,341.97 

九州 九州業務用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,345.94 

九州業務用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,345.94 

九州産業用電力 B 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,398.19 

九州産業用電力 
ﾘｺｰ再エネスタンダード１００V2 

1,398.19 
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２）リコーＲＥ１００スタンダード V2（略称:ＲＥ１００V2）  
 

メニュー名 中途解約時 
基準単価 

北海道 北海道業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

2,510.47 

北海道産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

2,688.12 

東北 東北業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,930.11 

東北産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,606.16 

東北産業用電力 L 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,606.16 

東京 東京業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,795.50 

東京産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,795.50 

東京産業用電力 L 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,795.50 

中部 中部業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,630.44 

中部業務用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,630.44 

中部産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,285.10 

中部産業用電力 B 
ﾘｺｰ RE100スタンダード V2 

1,285.10 

北陸 北陸業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

2,043.45 

北陸産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,782.20 

 
メニュー名 中途解約時 

基準単価 
関西 関西業務用電力 

ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 
1,816.21 

関西産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,941.61 

関西産業用電力 L 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,941.61 

中国 中国業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,896.67 

中国業務用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,896.67 

中国産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,431.65 

中国産業用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,431.65 

四国 四国業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,581.82 

四国産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,341.97 

九州 九州業務用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,345.94 

九州業務用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,345.94 

九州産業用電力 B 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,398.19 

九州産業用電力 
ﾘｺｰＲＥ１００スタンダード V2 

1,398.19 

   
 

 


